
 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人評価委員会 
第１４回沖縄科学技術研究基盤整備機構分科会 

議 事 録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内閣府沖縄振興局新大学院大学企画推進室 



独立行政法人評価委員会 

第 14 回沖縄科学技術研究基盤整備機構分科会 

 

日 時 平成 21 年 8 月 19 日（水）14：00～17：25 

場 所 中央合同庁舎第４号館 ２階共用第３特別会議室 

１. 管理運営等に係る調査状況報告 

２. 業務実績に関する補足説明 

３. 平成 20 年度業務実績評価 

   ・項目別評価表 

   ・総合評価表 

４. 第１期中期目標期間の業務実績評価 

５. その他 
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○平澤分科会長 それでは、時間になりましたので、内閣府独立行政法人評価委員会第 14 回沖縄科

学技術研究基盤整備機構分科会を始めたいと思います。 

 本日は暑い中、御出席いただきましてありがとうございました。沖縄機構の皆様、沖縄からはるば

るお越しいただいたかと思います。また、資料等の作成のために御尽力されたことかと思います。厚

くお礼申し上げます。 

 本日は出席委員が４名であり、定足数３名を超えておりますので、この委員会は有効に成立してお

ります。 

 御厨委員は本日、御都合で御欠席という御連絡をいただいております。 

 本日の会議は３時間を予定しておりますが、途中で 10 分程度休憩を挟みたいと考えております。 

 それでは、早速会議に移りたいと思います。まず最初に、沖縄振興局の清水局長からごあいさつを

お願いいたします。 

○清水局長 振興局長でございます。本日は、本委員会のために大変暑く、また、お忙しい中、お集

まりいただきましてありがとうございます。 

 毎年、この時期に、沖縄機構について御審議を熱心に賜っていただいて本当にありがとうございま

す。 

 また、今月初めには沖縄まで御出張いただきまして、研究事業あるいはキャンパスの建設の現状に

ついて御視察を賜りました。そこでも大変御熱心な御議論を賜ったと伺っております。ありがとうご

ざいます。 

 申すまでもなく、大学院大学の開学に向けまして、いよいよ準備が本格化してまいりました。この

ような中で、この事業プロジェクトのリーダーシップをとっていただいています沖縄機構のブレナー

理事長は今月末に任期が満了いたしますが、引き続きリーダーシップを発揮していただくことが重要

でございますので、先般、官房長官から再任について発表があったところでございます。 

 また、新しい沖縄科学技術大学院大学学園法に基づきまして、今後設立される新法人の設立委員の

任命につきましても、現在手続きが進められているところでございます。 

 このような中で、沖縄機構のいろいろな活動の準備は、将来のプロジェクトに向けてますます重要

な時期を迎えてございます。引き続き先生方の厳しい御指導等も賜りながら、十分そういった御意見

を踏まえて、内閣府としても必要な指導、助言等を行ってまいりたいと考えております。 

 本日は、是非よろしくお願いいたします。 

○平澤分科会長 どうもありがとうございました。予定にはないことですが、この会に沖縄機構に新

たに着任されましたヴィンセントさんがいらしておられるので、一言だけごあいさつを賜りたいと思

います。 

○沖縄機構（ヴィンセント部長） どうもこの機会をいただきましてありがとうございました。 

 ４月以来、沖縄機構に関わりまして、さまざまな事業に既に関わっておりまして、大変光栄に存じ

ております。 

 私も鋭意努力を行っているところでございますけれども、実際に沖縄を直撃している台風はないの

ですが、私の頭の中はまるで台風に見舞われているようでございます。 
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 いずれにしても、この事業というのは非常にエキサイティングな冒険のようだと考えておりまして、

今までの私の経験を生かしまして貢献させていただきたいと存じております。 

○平澤分科会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、本日の議題及び資料についての確認をしたいと思います。事務局の方から、田中専門官

お願いいたします。 

○田中専門官 それでは、議題及び資料について御説明をいたします。 

 お手元に議事次第と、配付資料一覧をお配りしているかと思います。 

 これをご覧いただきますと、資料１でございますけれども、「国・沖縄県等と沖縄科学技術大学院

大学学園との関係（イメージ）」という紙をお配りしております。前回、７月の分科会で学園法の目

的等について御質問をいただいたこともございまして、事務局の方より御説明をさせていただきます。 

 また、議題の１でございますけれども、「管理運営等に係る調査状況報告」ということで、前回の

分科会でも御説明いたしましたように、７月の参議院の法案審議の中で管理運営等につきまして御指

摘があったことを踏まえまして、機構において調査を行っております。この件につきまして、評価に

も関連いたしますので、議題の１として機構より報告を聴取いたします。この関係の資料が、資料２

－１から２－３まで３種類ございます。 

 議題の２でございますけれども、「業務実績に関する補足説明」ということで、前回、20 年度の業

務実績及び第１期中期目標期間の業務実績について説明を受けておりますけれども、これについて補

足説明が機構の方よりございます。 

 また、議題の３でございますけれども、「平成 20 年度業務実績評価」ということで、資料といたし

まして項目別評価表等をお配りしております。 

 資料３の「項目別評価表」でありますけれども、先生方から評価を御記入いただきまして、それを

委員評価という右側の方の欄に記入しております。評価の分かれているものにつきましては、その両

方を記入するような形で埋め込んでおります。本日は、分科会の評価といたしまして、それぞれの評

価について御決定いただくことになります。 

 備考の欄につきましては、先生方からいただいているコメントをかぎ括弧付きで記入をしておりま

す。また、評価の視点ですとか、あるいはこれまでの先生方の御指摘を踏まえまして、また総務省の

政策評価・独立行政法人評価委員会からの要請も踏まえまして、事務局においてかぎ括弧のないコメ

ントを整理をさせていただきました。 

 それから、「総合評価表」がございます。これは幾つかおめくりいただきまして、資料４にこの案

をお配りしております。 

 それから、今回は議題の４といたしまして「第１期中期目標期間の業務実績評価」を行っていただ

くことになっております。この案を、資料５としてお配りをしております。 

 また、資料６としてお配りしておりますものは、平成 19 年 12 月に決定されております「独立行政

法人整理合理化計画」の進捗状況につきまして整理をしたものでございます。これは、毎年政府全体

でフォローアップの作業をすることになっておりまして、その様式に、主務大臣が行うべきものは内

閣府、各法人が行うべきものは機構の方で記入をしたものでございます。評価の中で適宜御参照いた
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だければと思います。 

 議題及び資料については以上でございます。 

○平澤分科会長 どうもありがとうございました。前回の議論の中で、多少議論の行き違いがあった

り、事実関係の認識が不十分であったりした点がありまして、それは今、資料１で御説明ありました

振興法と学園法の関係、あるいはそれぞれの目的等に関してでありました。 

 この件に関して整理いただきまして、小桐間企画官の方からもう一度御説明いただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

○小桐間企画官 それでは、２，３分お時間をいただきまして、前回の分科会で御議論がありました

学園の目的等につきまして補足説明をさせていただきたいと思います。 

 資料の１をご覧ください。資料１でございますが、国や沖縄県等が行う沖縄振興施策と学園の責務

との関係について大まかに図示をしたものでございます。 

 まず、左側をご覧いただきますと、「沖縄の総合的かつ計画的な振興を図る」ということが沖縄振

興特別措置法の第１条でうたわれております。沖縄の総合的かつ計画的な振興といった場合、産業の

振興、雇用の促進、文化の振興等、さまざまな分野がございまして、その中の１つとして科学技術の

振興ということが取り上げられております。 

 更にその具体策といたしまして、大学院大学の整備・充実ということがこの沖振法の第 85 条とい

うところで定められております。 

 関係の条文につきましては、資料１の参考に付けてございますので御確認いただければと思います。 

 そのように、さまざまな分野における振興策を総合的に展開することによりまして、最終的には沖

縄の自立的発展を目指すというものが沖縄振興施策の基本的な考え方でございまして、大学院大学の

整備というのもそのような国・沖縄県が行う振興策の中の１つであるというふうに位置づけられてお

ります。 

 この度、成立いたしました沖縄科学技術大学院大学学園法におきましても、このような考え方を踏

襲しております。 

 この新法における学園の目的、ミッションといたしましては、大学院大学を設置して、当該大学に

おいて国際的に卓越した科学技術に関する教育研究を行うということを定めております。先ほど御説

明いたしました国や県が行う沖縄振興施策との整合性を図るという観点から、学園は国や県等と緊密

な連携を図らなければならないという連携義務を課しております。 

 また、学園が定める事業計画は、沖縄振興計画との調和が保たれるものでなければならないという

ことにしておりまして、その観点から内閣総理大臣が学園の事業計画を認可するという仕組みになっ

ております。 

 このように、学園のミッションといたしましては、とにかくハイレベルな教育研究を行ってほしい

ということになっておりまして、沖縄の振興や自立的発展に寄与するということは、学園の目的とし

て直接は触れられておりません。 

 したがいまして、法律上の整理ということで申し上げますと、沖縄の自立的発展を目指す主体とい

うのは学園ではなくて国や沖縄県であるということになるかと思います。 
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 ただし、若干補足が必要でございまして、例えば昨年、機構の運営委員会が「新大学院大学の青写

真」というものを取りまとめておりますけれども、その中では大学院大学の目的といたしまして、「沖

縄の自立的発展と、世界の科学技術及び経済社会の向上に寄与する」というふうな書き方になってお

りますので、法律上の規定は別にして、関係者の認識といたしましては、大学院大学自身も沖縄の自

立的発展に寄与するように努めなければならないというのが共通認識であるということは申し上げ

られるかと思っております。 

 以上、簡単ではございますが、前回の補足とさせていただきます。 

○平澤分科会長 どうもありがとうございました。今、御説明いただいた資料１と、それから資料１

の参考、これも拝見いたしますと「沖縄振興計画」というのが参考資料の２枚目にありますが、この

中にかなり具体的な大学院大学が沖縄の中でどういう研究機関等と連携して、それぞれ事業を展開す

べきかといったようなことが書かれております。 

 それからまた、もう１枚めくりますと、目的は上の２条に定められていて今、御説明のあったとお

りですが、それを具体的に展開するという学園法の中の９条の「事業計画」の中では、やはり「自立

的発展に配意されたものであるとともに」とあるように、今お話になった共通理解としてある点とい

うのは、より具体的には沖縄との関係を踏まえているというふうに判断されるかと思います。 

 これは後で御議論されるかと思いますが、機構の方でも沖縄大学院大学の学長を公募する資料の中

にも、ＯＩＳＴの目的というのがセンター・オブ・エクセレンスを創設するとともに、沖縄の持続可

能な発展に寄与することを目的としているということが説明してあって、こういう中で学長を選考す

るということになっておりますので、沖縄の方たちが期待されるものにこの大学院大学がなっていく

のだろうということを我々も期待したいと思います。 

 この点に関連して、何か更に御議論ありますでしょうか。 

 よろしいでしょうか。どうもありがとうございました。 

 それでは、議事に入りたいと思います。先ほど田中専門官からもありましたように、先の参議院で

の御指摘があり、それについて機構の方でいろいろ調査もされていると伺っておりますので、その調

査状況等に関して機構の側から御説明いただきたいと思います。 

○バックマン理事 機構のコンプライアンスオフィサーから現状の調査報告をさせていただこうと

思っております。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） ＯＩＳＴの勝野でございます。それでは、資料に

沿いまして説明させていただきます。 

 管理運営等に係る調査状況報告ということで、お話がございましたように、先の参議院の沖縄及び

北方問題に関する特別委員会における質問に関連して、２つの点に関して、現在当機構において調査

を進めております。 

 まず、特定の職員への権限集中等に関する調査・検討方針及び現在の進捗状況について御報告させ

ていただきます。資料の２－１をご覧ください。 

 まず、「参議院の沖縄・北方問題に関する特別委員会における質問」でございます。７月１日の参

議院の同委員会におきまして、沖縄大学院大学学園法案の審議に際しまして、同委員会の委員からＯ
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ＩＳＴにおける管理運営に関しまして、特定の職員に権限が集中している実態がある。あるいは、そ

の職員は自分で６段階給与を上げている等の指摘があったところであります。 

 この委員会における指摘を受けまして、当機構におきましては７月２日、審議の翌日でございます

けれども、機構の内部に検討・調査チームを設置いたしまして、この委員からほかに指摘があったＯ

ＩＳＴの研究者の処遇に関する検討調査、これについては後ほど説明させていただきますが、その調

査と合わせて検討・調査を進めることとしたところでございます。 

 資料４－１の４ページに別添１で、その検討・調査チームの設置についての資料がございます。 

 この検討・調査チームを設けまして、機構におきましては調査の進め方について検討を開始したと

ころでございますけれども、内閣府とも御相談させていただき、本件につきましては中立的、また客

観的な立場から調査することが必要であるという考え方の下に、外部の機関である東京の法律事務所

でございますけれども、アンダーソン・毛利・友常法律事務所（以下、ＡＭＴ）という法律事務所に

対しまして調査の依頼を行うこととしたところでございます。 

 このＡＭＴの弁護士と当機構の役職員との数回にわたる会議の結果、同委員会における同委員の指

摘において念頭に置いたものであることが推測される者としては、昨年の５月から休職いたしまして

今年の２月に退職した特定の元職員が推測されることから、その職員についての事実関係の調査を行

うこととなったところでございます。 

 このため、このＡＭＴにおきましては、まずこの特定の元職員関係のＯＩＳＴでの勤務実績等をチ

ェックした上で、ＯＩＳＴにおける上司のインタビュー等の記録の調査を行うと共に、当該元職員の

協力を得まして本人に対する面接調査を行うこととしております。 

 現在、ＡＭＴにおきまして今、申しました調査を進める準備を行っているところでございまして、

速やかに具体的な作業に入ることとしているところでございます。 

 これと合わせまして、当機構におきまして内部通報規程の改正を行いました。機構の全職員から、

当機構におけるハラスメントの有無等についての情報を収集するために、昨年の６月に策定されまし

た内部通報規程をこの８月 10 日に改正いたしまして、８月 13 日に全職員に対して改正内容を周知い

たしました。更に通報する事項があれば、通報するよう奨励したところでございます。 

 改正の内容でございますけれども、従前は通報の窓口が総務課となっており、具体的な通報の電話

番号ですとかメールアドレス等は明確ではございませんでしたので、総務課からコンプライアンスオ

フィサーに改めたのが第１点です。 

 それから、通報の内容にそれまでは苦情処理、ハラスメントは入っておりませんでしたので、これ

を加えることをしました。 

 更に、通報された事項に関する調査を行う主体、これが従前は総務課になっていたところでござい

ますけれども、コンプライアンスオフィサー、または外部の独立した組織とすることとしました。以

上、３点でございます。 

 現在、こういう状況になってございますけれども、ＡＭＴにおきましては今、申しました３の（３）

番の元職員に対する面接調査の結果、それから内部通報規程の改正によりまして新たな面接調査が必

要と思われるものが判明した場合に、それらの者に対する面接調査を実施することとしております。
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この調査には、ＯＩＳＴを退職した元職員も含まれる予定でございます。 

 次に、資料の３ページでございます。委員会で指摘がありました、当該職員の昇給に関する件でご

ざいます。この昇給に関する当機構におけるこれまでの調査状況でございますけれども、以下のとお

りでございます。 

 まず、当機構における職員の業績評価制度及び昇給制度でございますけれども、ＯＩＳＴにおきま

しては原則として年度ごとに職員に対して業績の評価を行い、その結果に基づき昇給を決定しており

ます。職員に対する業績評価のガイドライン等につきましては、資料別添２として添付してございま

す。 

 それから、昇給に関しましては定年制職員給与規程、これも別添３に添付してございますけれども、

この規程において定められているところでございます。 

 具体的にこの職員の昇給の状況でございますけれども、この職員は平成 20 年３月及び平成 21 年の

３月に業績評価においてＡプラスの評価を受けたところでございまして、この評価結果を踏まえて定

年制職員給与規程に基づき、同規程の俸給表における６段階の昇給が４月からなされたところでござ

います。 

 ほかの職員の昇給の状況でございますけれども、平成 20 年における同様の評価及び昇給は、定年

制の職員については 21 人の定年制職員中、同職員のみでございますが、任期制職員につきましては

研究者を含めて 146 人の任期制職員のうち、１名が同様にＡプラスの評価を受けて、任期制職員の俸

給表におきます６段階の昇給がなされております。 

 また、平成 21 年におきましては定年制の職員 23 名中、この職員とほかにもう１名が同様に評価さ

れ、昇給されております。任期制職員につきましては、158 名中６名がＡプラスの評価を受けて同様

の昇給がなされているところであります。 

 以上でございますけれども、この昇給につきましては更に書類の確認等を行いまして、詳細な事実

関係等を整理していきたいと考えているところでございます。 

 また、更に調査の客観性を得るために、当機構で行いました調査の結果について、先ほどの法律事

務所からレビューを受けることとしております。 

 特定の職員への権限集中に関する調査の結果は以上でございます。 

○平澤分科会長 どうもありがとうございました。時間の関係もありますけれども、重要なことでも

ありますので、ここで確認したいと思いますが、今の御説明に関連して委員の中から御質問はありま

すか。 

○遠藤分科会長代理 説明の内容がよくわからないところがあるんですが、１つは１ページ目のとこ

ろで、「職員甲は、自分で六段階給与を上げている」と書いてあるんですけれども、そこについての

調査はどうなっているんですか。 

○平澤分科会長 今のことに関連してですけれども、６段階というのは、この３ページの説明だと

20 年と 21 年の２回で合計６段階という意味ですか。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） いえ、それぞれです。 

○平澤分科会長 Ａプラスだと６段階上がるという規程になっているんですか。 
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○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） 規程というか、内部の基準でございます。 

○平澤分科会長 わかりました。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） 「自分」でということに関しましては、国会での

委員の質問は自分で６段階上げているということでございました。それに対しましてＯＩＳＴで調べ

ました事実関係は、ＯＩＳＴの業績評価及び昇給の取扱いに基づきましてＡプラスの評価を受けて、

その結果に基づいて６段階の昇給がなされたということでございます。 

○遠藤分科会長代理 そういうふうに明快に書くべきじゃないですか。要するに、自分で勝手に上げ

たんじゃないと書かなきゃいけないでしょう。そういうふうにはなかなか読み取りにくい書き方にな

っていると思うんです。だから、悪いと言っているのではなくて、はっきり書かれた方がいいという

ことです。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） 趣旨はそういうことでございます。 

○遠藤分科会長代理 それから、３ページの（２）を見ますと、20 年３月及び 21 年３月で２回です

よね。今、平澤先生からもありましたが、この方は２ページの一番上の（２）のところを見ると多分

この方だろうと言われているというところで、昨年５月から休職し、本年２月に退職しているんです

よね。その方を目しているわけですね。 

○平澤分科会長 事実関係の調査対象になった職員は２ページの（２）ですが、今の６段階というの

は職員甲であって別の人です。 

○遠藤分科会長代理 そうなんですか。そうすると、ここに書いてある資料２の１ページから２ペー

ジというのはすごくわかりにくいですね。「同委員の指摘において念頭に置いたものであることが推

測される者として」と書いてあるんですよ。これは、調査対象者が２人いるということですか。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） そうです。同委員の具体的な質問におきまして、

こういう話があるという話を聞きましたといいますか、そういう話がありますと。それで、その話が

あった当事者として給与を６段階上げた、あるいはハラスメントのような行為があった。 

○遠藤分科会長代理 特定の元職員は辞めた人、解雇された人ですか。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） はい。そういう意味でございます。 

○遠藤分科会長代理 それがここに書いてあることですか。では、「本年２月に退職した」ではなく

て「解雇された」ですね。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） いえ、退職でございます。 

○遠藤分科会長代理 だって、解雇されたと……。その人がそう言っていると。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） そういうことです。 

○遠藤分科会長代理 それで、解雇されたんですか。退職したんですか。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） 退職しております。 

○遠藤分科会長代理 では、この解雇されたというのも間違いなんですね。事実誤認。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） そこのところについては、解雇されたのではない

かという趣旨の質問でございますので、法律事務所において更に調査するという趣旨でございます。 

○遠藤分科会長代理 そうすると、その調査段階の時点ではまだ解雇されたということなのか、退職
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したのかはわかっていないと。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） そうです。私どもの認識では、解雇ではございま

せんで退職でございますけれども、そこは客観的な調査が必要であろうということでございます。 

○遠藤分科会長代理 そういうことなんですね。そこもやはりそうやって書いていないと、何となく

わかりにくいですね。わかりました。 

○平澤分科会長 今の点に関係してですけれども、２ページの（２）の元職員、これは昨年、つまり

08 年の５月から休職して 09 年の２月に退職しているというわけですが、この間の経緯については機

構の内部では承知といいましょうか、認識がちゃんとされていたんでしょうか。例えば、国会で審議

される前にバックマン理事はこういうことは既に御存じでしたか。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） 休職しておりましたので、その後に今年の２月に

退職で、その間の経緯については当然機構として承知しております。 

○平澤分科会長 その間、何か機構として手を打たれたということはありましたか。国会質問が行わ

れる前に、内部で何らかのそういう退職に対してですね。 

○バックマン理事 この点につきましては私ども行動はとっておりまして、この当該の職員が休職を

している間にハラスメントがあったのではないかとの情報が寄せられましたので、内部調査を行いま

して、具体的にどういうハラスメントの実例があったかというリストを作成して、個別のケースにつ

いて調査をし、当該の元職員の弁護士に対してＯＩＳＴの弁護士の方から反論をしたということがご

ざいます。 

 内部調査を行ったと申し上げたんですけれども、その内部調査の結論ではハラスメントという行為

は実際にはなかったという判断でございまして、その旨を当該の職員の弁護士に対してＯＩＳＴの弁

護士から通知を行いまして、その時点ではそれ以上フォローアップはいたしませんでした。 

 その後、この当該の職員は先ほど説明がございましたように、２月になって退職をいたしました。 

○平澤分科会長 どうもありがとうございました。今のような経緯も、やはり非常に重要な事実関係

だと思いますので、この資料そのものだと国会で質問があったから何か行動を起こしたというように

も読み取れるわけで、その前からいろいろ対応しておられたならば、それは含めておいた方が事実関

係としては適切ではないかと思います。 

○バックマン理事 この点に関しましては、あくまでも人事に関わります非常に秘密の取扱いをする

事項であると考えまして、このようなことについては一体どういうアクションをとり、いつそのアク

ションをとるかということについて、非常に苦しんで議論を行いました。 

 それで、もちろん当該のこの職員と、それからそのほかの機構の職員及び機構との関係をどうする

かということは非常に重要で考えていたんですけれども、参議院で本件が取り上げられまして、やは

りこれは独立した第三者による調査が必要というふうに考えて、参議院で取り上げられた後でこのよ

うな行動をとると決定したわけでございます。 

 ただ、そうは申しましたけれども、本件が極めて深刻であり、また複雑であるということにかんが

みまして、まだ公になっていない、段階から既に独立をした弁護士事務所のガイダンスは得ておりま

した。以上です。 
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○平澤分科会長 どうもありがとうございました。その時点ごとの適切な対応がなされていたという

ふうに理解できるかと思います。 

 もう一つ、別と申しましょうか、関連していることで、内部通報規程の改正に関連したことなので

すけれども、私もほかの大学でやはりこういう改正の必要性があってかなり議論したことがあります。

それで、今回コンプライアンスオフィサーというやや独立した立場の方を置かれたということ自体、

非常にいい解決策だったと思います。 

 ただ、コンプライアンスオフィサーの上司というものがどなたに当たるのか。これはなかなか悩ま

しい問題になってくるわけですけれども、だれにレポートを直接出すように定められているんでしょ

うか。 

○バックマン理事 私、そして私を通じて理事長ということになります。 

○平澤分科会長 それからもう一つ、別添１のところで今回の件に関係した調査チームの話が出てい

ますけれども、調査チームのチームリーダーというのはどなたになっていますか。 

○バックマン理事 ヴィンセント部長でございます。 

○平澤分科会長 是非よろしくお願いいたします。 

 それから、この調査の中身というのは、例えばＡプラス評定が適切かどうかといったような問題も

含むんですか。それとも、単にハラスメントの有無に関係したことだけですか。 

○バックマン理事 これには２つの調査対象というものがありまして、実績評価というのは私どもの

機構の規則の中に盛り込まれておりますので、ハラスメントとは全く別個のものとして扱っておりま

す。 

 基本的には、これはすべてのことをカバーする検討調査チームというふうに考えておりましたが、

２つのカテゴリーに仕事が分かれるということで、最初の実績評価及び給与、昇給等に関わるところ

はヴィンセントをヘッドにして行う。それから、ほかのもう一つの問題というのはこの当該の特定の

職員に関わるもので、これについてはもともとは内部のグループで、私がヘッドのチームで対象とし

ようとしたんですけれども、そうすると利益相反が起こるという結論を得ました。 

 それで、最初の方の部分、つまり給与やその他の取扱いというようなことにつきましては、内部の

委員会でやってもいいと考えたんですけれども、この特定の職員あるいはその他、私どもがやってき

たような問題に関しては、外部のプロの弁護士に任せた方がいいだろうというふうにして、そちらは

そちらでやってもらうことに決めました。 

○平澤分科会長 ありがとうございます。私も今のチームあるいはコンプライアンスオフィサーの位

置付けから考えて、利益相反が起こる可能性があるなと思って質問したわけです。 

 今のようなメカニズムを通して、外部の専門家が明らかにされてきた事実というものを、機構の監

事ないしこの評価委員会等に御報告いただいて、それが適切な範囲で公にされていくということで、

社会の理解が得られるのではないかと思いますし、公平さが保たれるだろうと思いますので、今後と

もよろしくお願いいたします。 

○遠藤分科会長代理 今のことですけれども、窓口がコンプライアンスオフィサーというのはやはり

インサイダーなんですね。弊社の場合は、外に匿名で通報する。そういうルートを２つ持っているん
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です。そうしないと、コンプライアンスオフィサーはだれが通報したかわかってしまうじゃないです

か。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） 遠藤先生の御指摘の観点を当初私どもも持ちまし

て、コンタクトポイントを２つ設けるような案を当初は考えたところでございますけれども、いろい

ろ検討した結果、当面コンタクトポイントを１つとすることにしたところでございます。 

○遠藤分科会長代理 今はまだ１つなんですね。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） はい。 

○遠藤分科会長代理 ついでに言いますと、私の会社の場合は中の内部統制室にきている例と、それ

からやはり外のローファームにきている例と両方あります。それで、外の場合は会社に対しては完全

に匿名で大丈夫なんです。だから、やはり両方必要じゃないかと思いますけれども。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） 御意見はよく承りました。これからそういう点を

含めて、引き続き検討していきたいと思います。 

 その点に関しましては、実は私ども大分検討してこのローファームとも議論したところでございま

す。当面、これでいこうというのが今の状況でございます。 

○平澤分科会長 ほかに、この件に関してありますか。よろしいですか。いろいろ複雑であり、また

慎重を要する話だと思いますので、どうかこの点は今後ともよろしくお願いいたします。 

 それでは、２番目の研究者の処遇について、これは手短にお願いいたします。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） それでは、引き続きまして研究者の待遇に関する

調査についての中間報告を簡単に御説明させていただきます。 

 同じ参議院の沖縄・北方問題に関する特別委員会におきます同じ委員からの質問におきまして、平

成19年１月22日付の当機構の支出振替書でこういう支出がなされているということを例に挙げて研

究者の処遇に関する質問がございました。 

 まず資料２－２の大きな１の「個別の研究者の処遇について」の「（１）指摘事項の経緯」のとこ

ろでございますけれども、この支出振替書は個別の代表研究者が赴任時に沖縄での生活基盤を構築す

るためのもので、雇用契約書に基づき機構が負担した経費に係る文書でございます。 

 この代表研究者につきましては、国際的に卓越した資質と能力を有する人材を獲得するために、国

際的に競争力のある待遇を提供する必要があったところでございまして、このような状況の下で経

験・実績を考慮するとともに、海外の生活環境、沖縄における生活のニーズに配慮して決定したもの

でございます。 

 具体的には、（２）にございますように、借上住宅、什器借り上げ、自動車借り上げ、就学児童の

教育支援、未就学児の関連費用等を負担していたところでございます。 

 次に２ページの（３）をご覧いただきまして、「当該処遇が必要であった理由」でございます。海

外から国際的に卓越した資質と能力を有する人材を獲得するためには、その研究者の海外における住

宅事情を勘案し、教授級の者が住むのにふさわしい物件を提供する必要があったところでございます。 

 処遇Ａ、処遇Ｂの借上住宅及び什器借り上げにつきましては、欧米の短中期滞在者用の住宅は通常、

家具や電化製品が備え付けてあることが多く、この住宅事情の差異を考慮したものでございます。 
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 それから、処遇のＣの自動車借り上げにつきましても同様の観点から、海外におる研究者の処遇に

ついて考慮したものでございます。 

 処遇Ｄの就学児童の支援につきましては、欧米の公立学校では語学のティーチングアシスタントが

授業に配置されていることが普通であるものの、沖縄県の公立学校に同じレベルの教育環境を望むの

は現実的ではない。このような背景から、外国人子弟が通う小学校に対する支援の観点も含めて、テ

ィーチングアシスタントの役割を果たす職員を雇用し、この研究者の就学児童が通う小学校に登校さ

せたものでございます。 

 それから、処遇Ｅの未就学児童に対する支援につきましては、当機構はまだ発足間もなく、事業所

内の託児所が未整備であったこともございまして、仕事と子育ての両立の支援という観点の措置とし

て経費負担したところでございます。 

 このような事情は、この研究者の家族が就学児童及び未就学児童を有する。それから、両親とも機

構で研究業務に就労している。両親とも外国人である。そういう事情を持つ唯一のケースであったと

いうことから、特別に措置したものでございます。このような処遇につきまして、他の研究者に対し

ては行っておりません。 

 それでは、「２．機構における研究者に対する待遇（処遇）の基準等」でございます。 

 まず「（１）給与」でございますけれども、代表研究者、グループリーダー、技術員、こういった

職種につきましては、研究職に関しましては全員任期制をとっているところでございまして、それぞ

れの経験・実績を考慮して雇用しております。給与につきましては、任期制職員給与規程に基づきま

して、代表研究者は現給保証を基本としつつ、理事長が決定しているところでございます。研究員に

つきましては、研究経験等を任期制職員の年俸表に照らして代表研究者が決定しております。 

 「（２）住宅」でございますけれども、日本人の代表研究者、研究員等につきましては任期職員給

与規程に基づき、住宅手当を支給してきたところでございますが、外国人代表研究者につきましては、

同規程に定めのない借上住宅の提供を現実に行ってきております。そこに表がございますけれども、

この表は実際の規程上の処遇と異なっておりまして乖離が生じていたところでございます。 

 借上住宅というのは、機構の規程上は定年制職員のみに適用される制度でございまして、機構が借

り上げて職員に提供する。職員は、一定の使用料を払うという制度でございます。 

 したがいまして、４ページでございますけれども、８月 18 日付で「借上住宅規則」、更にこれに関

連します「借上住宅細則」を改正しまして、借上住宅の提供に係る根拠規定を設けたところでござい

ます。 

 経緯から申しますと、そこに小さな字で注がございますけれども、もともと運用当初は研究者が個

人で不動産業者と賃貸借契約を締結しまして、機構は所定の住宅手当を支給する方式としていたとこ

ろでございますが、その後、家族を伴って来日される外国人代表研究者の赴任のケースにおきまして、

この運用形態では生活基盤が安定するまでに時間を要し、研究活動の早期立ち上げに支障が生じると

いうことから、外国人代表研究者については借上宿舎方式に事実上変更してきたというのが経緯でご

ざいまして、ちょっと実態が先行していた面がございます。このため、今、申しましたように住宅規

則を改正して根拠規定を設けたというところでございます。 
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 それから、次に「（３）生活支援等」でございます。外国人研究者の生活面での支援につきまして

はそこに表がございますけれども、特定の代表研究者につきましてここにございますような家具等の

什器借り上げ等の支援をしてきたところでございます。これにつきましては、根拠とする明確な規定

がなかったため、これを制度化するために、同じく８月 18 日にそこにございます「役員及び特定の

職員に対する特別の処遇に関する規則」、それからそれに関連する必要な細則を制定し、施行したと

ころでございます。 

 具体的に、「特定の代表研究者」につきましてはその規則の第１条におきまして、この趣旨につき

まして、「沖縄において、世界最高水準の国際的な科学技術の研究を行うとともに、自然科学系の国

際的な大学院大学を設立するという機構の目的の達成に必要な役職員を確保し、もって、その適切な

業務遂行に資するため、役員及び特定の職員に対する特別の処遇に関し、必要な処遇を定める」とい

うのがこの規則の第１章でございまして、その処遇の対象はこの趣旨にかんがみて理事長が特に認め

た職員とすることとしております。 

 大きな３でございます。これは申し訳ございませんが、現在作業中の作業状況の御報告でございま

して「他の機関との比較」についてでございます。他の類似機関においてどのような研究者に対する

処遇がなされているかという点につきまして、まず国内の類似機関、研究所につきましては、実際に

研究所を現地に伺って細かく状況をヒアリングしております。それからまた、電話による調査も行っ

ているところでございます。 

 それによりますと、Ａ研究所では研究者が赴任する際に研究活動に支障を生じないよう、日本での

生活に慣れるまでの期間、利用可能な単身用及び世帯用の宿泊施設（家具、家電付き）を提供してい

る運用が行われていたところでございます。 

 それから、Ａ研究所、Ｂ研究所とも事業所内の託児所は整備済みでございまして、職員の研究・育

児の両立支援策を実施しているという状況が見られたところでございます。現在、細かくこの調査の

結果を整理しているところでございます。 

 それから、国内の国立大学の外国人研究者用の宿舎について、これはどのような構成・広さ・設備・

使用料になっているかというようなところにつきまして、ウェブから調査しまして、現在整理は一通

り終わっているところでございますが、東大、京大等においても外国人研究者用の宿泊施設を提供し

ている事例が見られたところでございますし、事業所内託児所を整備している事例もございました。

更に、外資系民間会社の日本駐在員について現在調査を実施しております。ただ、次のような幅広い

処遇が行われているということがわかっておりますけれども、具体的な詳細な内容については現在引

き続き調査中でございます。 

 それから、海外のそこにリストアップしてございます機関につきまして、現地の調査を実施したと

ころでございます。これらの機関におきましては、程度の差はあっても研究者に対して、そこにござ

いますような住居手当、赴任手当、配偶者手当、扶養子女手当、子女教育手当、こういった処遇が提

供されているところでございまして、現在詳細を整理中でございます。 

 こういった他の類型機関との比較につきまして、先に御説明いたしました２の待遇と比較する観点

から、現在整理中でございます。 
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 資料の６ページでございますけれども、以上を踏まえまして今後の対応でございます。いずれにし

ても、私どもがまず考慮しなければならないところは、代表研究者につきましては国際的に卓越した

資質と能力を有する人材を獲得するために、国際的に競争力のある待遇を提供する必要があるという

ことは大前提でございますので、この前提を踏まえて大学院大学の開学へ向けて、海外における生活

環境や沖縄における生活のニーズに配慮しつつ、国内外の研究教育機関の処遇を踏まえた適切・適正

な処遇の仕組みを速やかに整備・構築していく必要があろうかと考えております。そういった観点に

ついて、引き続きこの調査結果について整理、まとめていきたいと考えているところでございます。

以上でございます。 

○平澤分科会長 ありがとうございました。今の点に関連して御質問はありますか。では、どうぞ。 

○遠藤分科会長代理 こういうのを典型的な泥縄と言うんです。もともと外国の代表研究者の数をで

きるだけ増やそうと言っているわけですから、そういう方たちを招請する場合に必要な条件として、

かなり事前に準備をしておいてやらなければいけないと思うんですが、今のことから言うとこれはど

うもそうじゃなかったように思われます。 

 そうすると、ほかにもそういうことがあると、これからいい研究者を集めようとするときにまた何

かごたごたすると本来の目的を損なってしまうことになると思うんですが、その辺はこれ以外はそう

いうことはないと思っていいんですか。要するに、準備としてですね。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） ないといいますか、そういうことのないようにす

るべく、現在調査をきちんと整理した上で今後の方針、方策というものを立てていこうということで

す。 

○遠藤分科会長代理 調査というのは、今このことに関する調査をされているだけであって、ほかの

分野についてインバイトするときに、こういうことをすると全部提示しなければいけないというよう

なことの調査をきちんとやっているという意味ですか。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） 本調査につきましては、基本的にはまず国会での

質問が契機でございますけれども、今、遠藤先生の御指摘のもっと幅広い意味での調査というよりは、

むしろ機構の基本的な研究者の処遇に関する方針ということになろうかと思いますが、それを早急に

整備していく必要があると認識しているところでございます。 

○平澤分科会長 その調査の方向性というんでしょうか、多少違和感があるんです。 

 というのは、参議院での質問は、主には処遇Ｅに関連した話だったように私は理解しているんです

けれども、託児所が事業所の内部にあるときに、ただで預かるかというと、多分ある一定の料金を取

りますね。ですから、それに見合っているかどうかということが大きなポイントになるはずなんです。

だけど、託児所があって支援されているといったような、それだけの調査だったら国会質問に対して

の回答にはならないと思います。 

 具体的に言えば、私は東大で２人の子どもを託児所に預けながら共稼ぎをしたわけですけれども、

資金集めに随分苦労しましたし、もちろん自分たちも払ってやっているわけです。いまだに同窓生と

して支援をしているのが日本の場合の実態だと思うんです。ですから、託児所に預ける親は払わなく

ていいといったようなことでは全然ない。親は率先してバザーをやるとか、いろいろなことをやらな
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いと維持できないんです。そういうのが実態です。 

 だから、一方ではそういうものがあるということと、それからもう一方で海外ではどうなのかとい

うことですね。日本の実情はそうであっても、これは日本のスタンダードでやろうということではな

いわけですから、海外のスタンダードをここでは実施すべきだと思いますので、その辺りの違いをや

はり明確にして、両方が同じようなことをやっているなどというと、これは回答にも何もなりはしな

いと思います。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） よくわかりました。御指摘の点は、まさにおっし

ゃるとおりだと思います。ただ、当機構の場合、まだ保育所、託児所のたぐいは全然未整備な状況が

あるという点は……。 

○平澤分科会長 それはもちろんそうなんだけれども、あった場合でもどこまでカバーするかという

問題があるわけです。 

 それで、参議院の質問は、日本のスタンダードに照らしてどうかという質問なんです。それに対し

て、日本のスタンダードはどうかということをもう少しつまびらかにした上で、外国のスタンダード

はどうか、国際的にはどうなのかということを言わないと、説得はできないと思います。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） わかりました。その点、先ほども申しましたとお

り、外国の状況等を更に整理中でございまして、御指摘の点を踏まえてよく整理してみたいと思って

おります。 

○平澤分科会長 それから、借り上げ住宅等の話は要するに規程上の問題だけで、負担の額について

は上限額の違いはあるにしても同じ基準に結局はなるわけですね。ですから、規定上の不備といいま

しょうか、そういうわけで特にそれほど大きな問題にはならないだろうと私は思います。そのほかに、

よろしいでしょうか。 

 この点に関しましても、海外事情等をもう少し質問等の趣旨に合わせて答えられるようにしていた

だくことを含めて、引き続きよろしくお願いいたします。 

○沖縄機構（勝野コンプライアンスオフィサー） はい。 

○平澤分科会長 それでは、３番目の点に関して、共同研究ですか。 

○バックマン理事 参議院の委員会におきまして、機構が民間企業と行う共同研究ということにつき

ましても質問が提起されました。 

 １つのケースとして取り上げられたのが、日立との共同研究ということで、主任研究員であります

外村博士がやっていらっしゃるプロジェクトであります。これは、機構の初期の時代に立ち上げられ

たプロジェクトでございまして、機構が民間企業との協力の下にできる種類の科学的な事業というこ

とでスタートしたわけであります。 

 基本的には、ここで必要となります研究機材であります電子顕微鏡なのでありますけれども、通常

マーケットで売っているようなものではなくて、企業によって特別に設計して製造されることが必要

で、会社自体はそれに対しては特別の関心も利用目的もない。ただし、機構にとっての研究として極

めて重要という種類のものでございました。 

 基本的に機構と会社との間で協定を結びまして、その協定の対象というのはほとんど実物、現物供
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与という形での協力ということで、つまり買うための資金といたしましても、それから研究者という

ことにいたしましても、それぞれが現物供与という形をとりました。 

 しかし、ごく限定的な資金ではありましたけれども、機構から日立に供与して、日立の監督の下で

その資金を使うという例がありました。プロジェクトの目的に照らし合わせれば、それは合理的なこ

とと私どもは判断をいたしました。 

 それで、全体を考えてみますと、このプロジェクトで必要な圧倒的に多くの部分の資金というのは

日立が出しておりまして、機構が出したわけではありません。知財権に関しては機構がリードすると

いう形で、共同で知財権を持つという形になっています。 

 要約をいたしますと、機構といたしましては、これは非常によい、かつ効果的な共同研究であり、

または共同研究を支える契約であると考えています。 

 昨年、外村先生のプロジェクトにつきまして独立した評価というものが行われまして、このプロジ

ェクトの科学的な質の高さということについてはもう既に確認済みでございます。 

○平澤分科会長 どうもありがとうございます。この件に関して、御質問はありますか。 

 まず、ナノ磁性電子顕微鏡システムが設置されている場所は日立の鳩山の研究所ですか。それとも、

どこか別のところですか。 

○バックマン理事 現在、もともとこの電顕というのは新たにつくらなければいけないということで、

日立の工場の中でしかできないというので鳩山に置いてあるんですけれども、来年の半ばごろに第１

研究棟が完成するだろうと思います。そのときには、日立の人に指導してもらって沖縄に移すという

計画を立てております。 

 日立の人は、この第１研究棟の機械、電気関係の工事をすべて終えておいてくれれば、そこに自分

たちが電顕を持っていって設置をしましょうということになっています。沖縄に移った後、別の話に

なって恐縮ですけれども、機構といたしましては主任研究員(ＰＩ)との関係でどうやってこの電顕の

マネジメントを行うかということについての計画を立てております。 

○平澤分科会長 ありがとうございました。電顕を製作する費用は日立が 75％出したけれども、電顕

の所有はこちらで体制が整うと大学院大学のものになるというふうに理解してよろしいのですか。 

○バックマン理事 開発費についてはそのとおりでございますが、当該顕微鏡の製作にあたっては共

同研究とは別に、株式会社日立ハイテクノロジーズと物品売買契約を結び、共同研究終了時の 2007

年３月に購入いたしました。 

○平澤分科会長 今の国会関係の３件をまとめて、何か更に御質問等はありますか。よろしいでしょ

うか。 

 大分時間も過ぎておりますけれども。国会の先生方に対してのメッセージとして、やはり我々は機

構の使命、ミッションをやはり第一に重要だと考えるべきだと思っているわけです。つまり、グロー

バルトップレベルの大学院大学ができなければ、このプロジェクトは何の意味もないというような話

だとも理解できるわけです。 

 それで、先ほど勝野コンプライアンスオフィサーも強調しておられたように、そういう機構の使命

をまず踏まえて、それで国際スタンダードの処遇やさまざまな支援等、それが負けないようなものを
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実現しないと、その使命を果たすことはできないということをまず第一に確認すべきだろうと思いま

す。 

 それと同時に、いろいろ議論がありましたように、組織論や経営論に関わるような話もやはりグロ

ーバルスタンダードでないといけないわけなので、この点の整備が遅れているような点に関してはで

きるだけ早く体制を整えていただきたいと思います。 

 更に付け加えるならば、我が国の慣行や常識などにとらわれない。とらわれてしまうと、第一の優

先事項である機構の使命というものを実現できないだろうと思うんです。ここはいろいろ風当たりが

強いかもしれないけれども、やはりミッションに照らしてそれを堅持するというところを強く主張さ

れることを希望いたします。引き続き、この委員会にもまだ報告、整理できていないことについては

報告等を事務局を通してお願いしたいと思います。どうもありがとうございました。 

 大分時間を取ってしまいましたけれども、次の議題に移ろうかと思います。次は、議題２「業務実

績に関する補足説明」であります。前回の分科会で御説明を受け、また我々現地に行っていろいろ視

察をさせていただき、そしてまた現地でもディスカッションしたわけですが、その後、更に追加の御

報告とか御説明等があれば伺っておきたいと思います。いかがでしょうか。 

○バックマン理事 幾つか具体的なことがございまして、明確にするという意味も含めて追加的にコ

メントさせていただきたいと存じます。 

 まず第１は、外国人研究者の採用に関わるテーマです。もう既に追加的な情報は提供してございま

すけれども、何か御質問があればお答えを申し上げたいと思います。 

 最近、人間以外の霊長類に関する研究者、イメージング（造影）の研究者、それから構造生物学、

そういったようなことにつきましては調査、それから採用のための準備を完了したところでございま

す。 

 そのような人材を探すに当たりまして、いつも行われる通常のやり方なんですけれども、公に公表

して宣伝をするということに加えて、専門家としてのリサーチ仲間のコミュニケーションなどを利用

いたしました。 

 それで、委員会で検討し、また機構で面接やセミナーの場を借りてのプレゼンテーションというこ

とも行いました。今も、優れた候補につきまして引き続き可能性を追究しているところでございます

けれども、これらすべての採用は今年度中にはできると期待をしております。 

 この点について何か御質問なり、あるいは御懸念等はございますでしょうか。 

○平澤分科会長 個別ではなく、一通り追加説明を伺った後の方が多分いいだろうと思います。 

○バックマン理事 大学院大学の調査ということですけれども、かなりの数の米国、ヨーロッパ及び

日本の大学院大学の調査を行うとともに、前回御指摘があったと思いますが、シンガポールあるいは

香港でも調査を始めようとしております。 

 次は、ちょっとテーマが変わるんですけれども、シーサイドハウスの利用ということについて申し

上げます。少なくとも、現段階においてシーサイドハウスは満足のいくような形で活用されていると

思っています。 

 問題は、新しい管理棟や研究棟ができ上がって、事務職の人や研究者がシーサイドハウスから出て
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いった場合、その後、シーサイドハウスをどう活用するかという点です。 

 １つは現在、検討中なんですけれども、一時的な利用の可能性として考えているのは、このシーサ

イドハウスの一部のスペースを託児所のようなものにしようかということです。これは、先程の処遇

という点について議論したこととも関わってくると思います。 

 ただ、長期的にはこのキャンパスのビレッジゾーンと呼ばれるところに託児所は設けたいと考えて

います。その間の一時的な託児所として、シーサイドハウスの活用ができるかということで検討中で

す。 

 ２番目の活用の可能性ですけれども、それは数理科学の研究を行っているＰＩの一時的な場所とし

て、特にこれが重要なので、新しい研究棟に移れるまで利用を考えたいと思っています。そういう形

でもってシーサイドハウスに空きを設けることなく、フルタイムで活用していけるようにしたいと思

っております。 

 それから、シーサイドのファカルティ宿舎でありますけれども、その目的に照らして非常にうまく

使えていると思います。新しいＰＩの採用にとっても非常に重要です。シーサイドハウスでのセミナ

ーやコースに参加していらっしゃる客員教授的な立場の方々にとってもうまく活用されてきました。 

 いずれにしても、シーサイドファカルティ宿舎につきましては、最善の形で利用できるように規則

の整備を済ませたいと考えています。 

 それから、財務の関連の組織再編というものも行っておりまして、特に調達というのは予算とも連

動させながら一つの独立した場所で集中的に行おうと思っています。 

 それともう一つ、沖縄で随分時間をかけて議論をしておりますのは、現在ほかの場所で研究をして

いる主任研究員を、新しい研究棟の方に移転させるという計画です。それにつきましては、より詳細

な計画を作成している最中でございます。 

 前回の分科会以来、出されました質問等に加えまして、フォローアップとして申し上げるのは以上

ですけれども、何か御質問があればお答え申し上げます。 

○平澤分科会長 ありがとうございました。今、追加の御説明をいただいたこと以外の問題も含めて、

評価のために必要な情報がもしあれば御質問いただきたいと思います。 

 できれば最初の方からいった方がいいと思いますけれども、まずは研究者の採用等に関連した部分

であります。１ページ、２ページ、それから３ページに関連してですけれども、私から御質問したい

ことはトリビアルな問題かもしれないのですが、幾つか確認をさせていただければと思います。 

 まず１ページに主任研究員、グループリーダー、研究員等の採用状況が表としてありますけれども、

技術員の外国人の割合というのが余り高くないわけですが、これは技術員というのは日本人で間に合

うというのか。それとも、技術員のレベルの人を外国から採用するということに何らかの障害がある

のか。その辺はいかがでしょうか。 

○バックマン理事 日本の技術員の方は非常にすばらしい能力を持っていると思います。 

 一方で、国際的な人材も技術員について採用することは好ましいと私は考えています。 

 ただし、通常技術員となりますと、どんなところでも現地でなるべく人を探すというのが普通のや

り方です。技術員の中でも、今のところは沖縄出身の人の比率がかなり高くなっています。 
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 それと同時に、将来の沖縄の若い人々の技術的な育成ということを考えても、なるべく外国人の友

人やガイドになるような人がいるというのはいいことだと思いますので、外国人の技術員を増やして

いくようにしたいと思います。 

 今まで余りやってこなかったんですけれども、これからもっと積極的にやろうと思いますのは、Ｐ

Ｉで外国人の人たちが技術者とのコネがあって、そういう人を紹介してくれるということがあり得ま

すので、この辺をもっと今後フォローアップしていきたいと思います。 

○平澤分科会長 わかりました。私は外国での研究所等の経験から、技術員という職種が日本より確

立していて、プロフェッショナルとしてのそういうものをお持ちの方がより多いと思いますので、是

非そういうスキル、あるいは位置付けを日本でも紹介される機会があるといいと思います。よろしく

お願いします。 

 それから、これもそう大きな問題ではないんですが、２ページのところで採用に関連してどのよう

な人事の採用メカニズム、経過をたどったかということが詳細に紹介されているわけですが、これを

拝見いたしますと、ある場合には外部の審査委員会、これは非常にハイレベルの委員会が主導され、

またある場合には少なくとも面接は内部の主任研究者だけでおやりになったというケースもあるか

と思うわけですけれども、特に内部の主任研究者だけで面接をするということがレベルの高い方を採

用するということと関連して危惧されることはありませんかというのが質問です。 

○バックマン理事 もしそれが、機構が十分なエクスパティーズ（専門的能力）を持っているという

ふうに確信をしているような分野であれば、その内部の人間による審査で十分だと考えています。 

 大体、採用する際は、その候補者はＯＩＳＴの人々がよく知っているような人たちの推薦状や紹介

状、あるいはそういう人が面接をしている場合が普通です。例えば神経科学や分子生物学、または細

胞生物学といったような分野に関しては、内部で非常にいい審査ができると思っています。 

 しかし、人以外の霊長類などの分野については、内部では十分な能力がないということで、外部で

きちんと審査をすることが重要だと考えていまして、そういうことを通じて評価委員の先生方あるい

はほかの方々に対して、採用のやり方としてもきちんとやっているんだということを示したいと思っ

ています。 

 ただ、面接を内部の人間だけでやるというような場合にも、できるだけ外部の人に電話をかけて聞

いたり、その人がほかの人の紹介状や推薦状を持ってくるようにということをやっています。 

○平澤分科会長 十分御配慮されていることだと思いますけれども、悪しき日本の習慣に陥らないよ

うに、つまり内部だけでやると弟子筋を呼び集めるようなことが日本の大学ではよくあるわけでして、

決してそうならないような歯止めというものをやはり外部の方の協力を得てやるようにお願いした

いと思います。今そういうことが起こっているとは思いませんが。 

 それから、少し先の方にいってよろしいでしょうか。６ページです。これは、沖縄視察で議論した

ときにもお話ししたことかと思いますが、大学院の設置準備についてであります。現在、調査をして

おられる。それから、調査結果がどういうものかということの資料を読ませていただきましたけれど

も、どうもその資料で見るところでは、大学の状況について比較的わかっている人でしたら調査する

までもなくわかる程度の一般的な情報が多いように思います。 
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 現在の日本の大学院大学の状況というのは、つまり学部を持っていない大学へ大学院生を集めると

いうことに関しては大変厳しい状況にあるわけです。それで、半分くらいは日本人の大学院生を集め

るわけですけれども、これには他の大学院大学が大変な努力をして作り上げてきている学生を集める

非常に特殊なやり方よりも、更にそれに勝るような方法を考えないと難しいのではないかと思うんで

す。 

 それで、この大学院大学は研究のレベルとしては確かに第一級のものが今つくられつつあって、そ

れは非常に大きな魅力になるわけですけれども、具体的に学生を集めるという段階になると、もっと

はるかにスペシフィックなそれぞれの工夫といいましょうか、そういう情報を集めないと、このまま

だったら一般的にお店を開いてお客さんを待っているような状況にしかならないのではないかとい

うことを危惧しているんです。 

 したがって、その調査についてはもう一段深めて調査をするか、あるいは今までの調査の中でそう

いうものが得られているのかということを御質問したいと思います。 

○バックマン理事 すべてのＰＩとともに、本件につきましては内部で非常に時間をかけて考えてお

ります。セミナーやワークショップの際に、どれくらいうまくいきそうかということを打診したり、

探るなど、そういった作業を行っています。少なくとも今までの段階で、我々内部で得ている心証と

しては、セミナーやワークショップに学生が参加するんですけれども、そういう参加する学生たちが

かなり真剣に、いずれ大学院大学に来たいという希望を持っているということで勇気づけられており

ます。 

 私は、口コミ的な宣伝というものが非常に重要だと思っています。先生の御提案も受けまして、私

どもとしてもＰＩなりポスドクの人たちがどこかの学会に行ったり、セミナーなどで公表したりする

等、もっと何とかうまくその宣伝ができないものかということについても検討しております。 

 それともう一つ、ＰＩも含めてですけれども、どうもその機構や機構がつくる大学院大学にやって

来ようという場合には、あらかじめ何かちょっとしたチャンスをとらえて、自分で実地に行って見て

からでないと来たくないという感触があるような気がしています。 

 そこで、それをもう少し具体化するために規則の改正を最近行いまして、学生あるいはインターン、

短期滞在者という形で一部の旅費の補助等も出すような形を導入するということを検討しようとい

うことで規則改正を行いました。 

 そうやって、自分で実地で確かめてみて、来たいかどうか判断してもらえるということをやりたい

と思っています。 

 ただ、御指摘は本当に重要でございまして、どうやって学生を集めるかというのは本当に重要な課

題だと考えております。 

○平澤分科会長 今、御説明の中で、海外から集めるというケースと、それから日本国内から集める

というケースは本来、私はとるべき手段というのはかなり違っているだろうと思っているんです。 

 それで、主に今お話になったのは海外からのルートというふうに理解できるかと思います。それは

それなりに頑張らなければいけない話だと思いますが、国内の場合はどうかというと、要するに学部

の学生に働きかけないといけないわけですね。それで、アンダーグラジュエイトに働きかけないとい
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けない。 

 アンダーグラジュエイトは今、沖縄で開かれているようなセミナーやワークショップに多分参加し

ないだろうと思うんです。あるいは、参加したシニアな大学院生からいろいろな情報をもらうかもし

れないけれども、それは間接的ですね。 

 ですから、半分近くは国内から集めるとすれば、そこに対しては特別な戦略を持たないとやはり無

理ですね。 

 例えば、ある大学院大学では研究科の研究領域ごとに学部卒として期待される学生がどういう地域

にどれぐらい分布するかということを調べて、かなりたくさん出てくる地域に対しては特別の働きか

けをするようなことをする。例えば、単なる説明会だけではなくて、そこである程度時間をかけた学

部、学生用のワークショップみたいなものをやるなど、要するに学生の分布等に合わせて働きかけを、

それぞれ具体的にメカニズムをつくっているわけです。こうやって集めないと集まらないというのが

実態なんです。 

 それで、それが日本の場合には御承知だと思いますけれども、もう十何年前に大学院の定員を増や

しました。それで、学部を持っている大学、これはほとんどの大学ですけれども、その大学院の定員

が増えたわけですから、今は学部を持つ通常の大学でも大学院の定員を充足させるだけで非常に汲々

としているわけです。だから、学部の学生を囲い込み学生が外へ出ていくということは、よほどのこ

とがないと起こらないわけです。 

 そういうわけで、学部を持たない大学院大学だけのところは特別の学生の集め方をしないと集まら

ない。こういう状況ですので、一つは私は海外から優秀な方が来てくださる。これは、今までどおり

やっていただければと思うわけですが、国内向けの部分というのはやはり特別のやり方を開発しない

といけないだろうと思っております。 

○バックマン理事 ありがとうございます。わかりました。 

○平澤分科会長 それから、後ろの方で 11 ページになりますが、主任研究者の研究評価のことです。

これは、すべてのＰＩに対してはこういう研究評価が行われると私は理解しているわけですけれども、

先ほど清水局長から御説明がありましたように、理事長が継続されるというときには、これはＰＩと

しての継続ということもあるのかどうか。もしあるとすれば、その継続が妥当かどうかということを

どのようにして審査されるのか、あるいはされたのかということについてお伺いしたいんですけれど

も。 

○バックマン理事 もう既に銅谷先生、柳田先生、遠藤先生、外村先生につきましては、そのＰＩと

しての任期延長、再任等ということを手続きに従ってやっております。 

○平澤分科会長 その４人に関してではなくて……。 

○バックマン理事 レビューコミッティと呼んでおりますけれども、外部の人から構成されているこ

の委員会でもって２つのことをやっております。１つは過去の実績についての評価、もう一つはこれ

から先の評価、この先の５年間についてどうするかという評価を行っています。 

 この過去の実績と将来の計画について検討するに当たりまして、委員会は科学的、学術的な成果に

ついて検討するだけではなくて、どれぐらいの規模の研究施設を使って、どういうメンバーを集めて、
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どういうことを行ったかということも全部含めた上で評価いたします。今、使っておりますこの検討

のプロセスというのは機構の規則に基づいたものでございます。 

 しかし、大学院大学という形になったときには、この機構のルールではなくて独自のルールを定め

る必要があると考えています。 

○平澤分科会長 私の質問はこういうことです。先ほど清水局長が御報告になったように、ブレナー

理事長は理事長としてもうしばらくというか、第２期も続けられるというお話だったわけですが、ブ

レナー理事長はもう一方でＰＩなわけですね。 

 私の質問は、ＰＩとしてのブレナー理事長の資格というものが継続されるのか、されないのか。さ

れるとすれば、どのような審査等が行われるのか、行われたのかです。 

○バックマン理事 まだその審査は行われておりません。ＰＩだけとしてのブレナー理事長というこ

とですけれども、ほかのＰＩと同じような手続きで評価されます。 

 もともとこの職を引き受けられたときに、ブレナー理事長の気持ちとしては理事長としての再任も

考えていなかった。だから、当然ＰＩとしての再任も考えていなかったということだと思います。 

 そこで、本日御発表がありましたように、ブレナー理事長は２期目も引き受けるというふうに合意

をされたということです。ということは、ＰＩとしての役割についても続けるという決定をしたとい

うことです。 

 そこで、今まで行ったブレナー理事長、博士の実績と将来の計画ということについて、ほかのＰＩ

と同じようにレビューされることになります。はっきりしていなかったものですから、今までやって

いなかったんですけれども、これから計画を立ててやります。 

○平澤分科会長 これは是非、他のＰＩと同様に厳格な形で審査されるということで、そういうこと

があって初めて理事長としての指揮がとれるんだろうと思います。是非よろしくお願いいたします。 

○バックマン理事 それで、このレビューコミッティですけれども、外部の人ばかりでかなりシニア

の科学者で構成されることになると思いますが、委員の少なくとも半分以上は委員長が任命するとい

う形になります。 

 もうちょっと厳密に言い直しますと、任命をする権限者というのはあくまでも委員長なんですけれ

ども、名前の半分以上はレビュー対象となるような人々が出す名前で、残り半分というのは外からと

いう形になっています。 

○平澤分科会長 わかりました。 

 私の方から御質問したいことはそれだけですが、委員の方から何か追加的な御質問はありますか。

よろしいでしょうか。 

 もしよろしければここまでにしたいと思いますが、今回の年度の対象期間ではないわけですけれど

も、今年度以降の組織体制の整備に関連して、これは沖縄でいろいろお伺いしたわけですが、非常に

難しい段階に今はあるだろうと思います。組織の目的と、それからそれを達成した後の組織体制の引

継ぎの問題もありますし、それから早急に、大学院大学をつくっていくために組織を強化しなくては

いけないという問題もある。 

 そういう問題に関連して、これは今回やる評価ではないですが、現在、進行中の年度として引き続
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きその組織体制のプログレス、進化に十分取り組んでいただきたいと思います。これは評価としては

来年やることになるわけですけれども、非常に重要なところで、ここのところで是非頑張っていただ

きたいと思います。 

 ほかになければ、機構からの御説明と、それから質問はこれで終わりたいと思います。 

 それでは、機構関係者の方、どうもありがとうございました。 

○バックマン理事 出席をし、御説明申し上げるチャンスをいただきましてありがとうございました。 

 本日、出席をしている人たちが本当にいろいろな作業を一生懸命やってくれた人々でございます。

ありがとうございました。 

○平澤分科会長 重ねてお礼申し上げます。ありがとうございました。 

  

（沖縄科学技術研究基盤整備機構関係者退室） 

（休憩） 

 

○平澤分科会長 それでは、20 年度の業務実績の評価ですが、項目別にやっていきたいと思いますが、

これ以上余り議論する必要もないかなという気もします。特に議論したい場所にきたらおっしゃって

ください。全体の意見が一致しているところは、大体そのままでいいのではないかと思います。 

 まず最初の項目で、「（１）研究者の採用等の研究開発の推進」ということです。これは、皆さんＡ

で、私もＡでいいと思います。よろしいでしょうか。 

 それから、次が４ページで「（２）研究成果の普及」、これも皆さんＡで、私もＡでいいかと思いま

す。よろしいでしょうか。 

 それから、５ページに移ります。５ページの前半の部分というのは独立しているんですか。評価項

目として、知財権に関連した部分ですね。 

○田中専門官 ここは中期計画の中で内容が別れておりますので、独立した評価項目としております。 

○平澤分科会長 わかりました。ここに関しても皆さんＡですが、私もＡでいいかと思います。よろ

しいでしょうか。 

 それから、次に「（３）研究者養成活動」です。これについても皆さんＡで、私もＡということで

いいかと思っています。 

 念のため確認したいのですが、５ページにワークショップを８回、セミナーは 92 回と書いてあり

ますね。このセミナーというのは公開されているんですか。さっきバックマン理事に聞こうと思って

忘れてしまったんですけれども、研究室の中のセミナーのようなものも含んでいるのかどうかです。 

 というのは、今までその実態が把握されていないのを把握できるよう、報告をＰＩから受け、把握

するようにしたということがほかにも書いてあったんですけれども、そうだとすると主に研究室の内

部でのセミナーということかと思ったんですが、田中専門官は御存じないですか。 

○田中専門官 セミナーにつきましては、添付資料の 20 ページに一覧がございます。セミナーは各

ユニットで主催されるものであり、各ユニットが情報を持っていたと聞いておりますが、それを機構

の本部で集めることにしたというふうに伺っておりますけれども、中には場所をほかの大学などで開
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催しているものや、講演の先生方は別の大学から来ているというようなケースもかなりございますの

で、ケースによると思いますが、外の機関と共同でやっているところもあるのではないかと思います。 

○平澤分科会長 大掛かりにやるセミナーもあるんですね。ＯＩＳＴ社外セミナーと書いてあるけれ

ども、参加者が 60 人や 80 人です。 

 では、基本的には外の人を呼び込んでやるというふうに理解しておいていいですね。 

○遠藤分科会長代理 でも、これは明示しておいた方がいいですね。 

○平澤分科会長 そうですね。ここのところは、データとしては来年度評価するときの資料というも

のが今のようになるだけなのか。外部にオープンにしてきているのか。 

○遠藤分科会長代理 参加者を見ると、海外の人が随分入っているから。 

○平澤分科会長 海外というのは、外国人という意味じゃないんですか。研究室の中の外国人。それ

も、この限りではちょっとわからないですよね。 

 だから、いわゆるオープンになっているかどうかというところがかなり重要なポイントです。ある

程度、研究施設が集積しているところだと、その研究機関の間のネットワークでお互いにこういう研

究室の中のセミナーみたいなものをオープンにするというのが通常の習慣ですね。ですから、外の人

が十分入ってくるということがあります。それで、今だとインターネットでそういう情報は見られる

わけですが、私が何十年か前にＮＩＨにいたときには、ワシントン地区の情報が大きな冊子になって

１週間分がどっとくる。それをめくっていろいろなところへ出かけていくという感じでした。 

 だから、多分セミナーと書いてあるのは基本的にはオープンだというふうにバックマン理事はお答

えになるんだろうと思います。そうだとして、年間 92 回開いているというのはやはりかなり立派な

ものだと思います。 

 ちょっと脱線しましたが、これもＡということで私はいいかと思いますけれども、よろしいでしょ

うか。 

 それから、１枚めくりまして、ここがちょっと悩ましいところですね。６ページです。「（４）大学

院大学の設置準備活動」ですが、これはＡとＢという２種類の評価があります。私は、どちらかとい

うと今回はＢかなと思っているんですが。 

○遠藤分科会長代理 私もＢにしました。 

○伊集院委員 私もＢです。 

○長岡委員 私はＡにしたんですけれども。 

○平澤分科会長 是非Ａでないといけないという根拠がもしあれば主張してください。 

○長岡委員 そこまでＡという根拠もなかったんですけれども、少し甘目に。 

○平澤分科会長 私はさっきも少し質問したように、何となく一般論でしかまだ調査・検討されてい

ないので、状況の厳しさを踏まえた形になっていないように思いました。では、これはＢということ

で。 

 それから、次の「（５）施設整備と移転」に関してです。これは皆さんＡというわけですが、施設

整備の建築の側は非常に緻密によくやっておられるというのが行ってみてよくわかりました。バック

マン理事も非常にほめておられたと思いますが、ただ、ソフトウェアに相当する部分ですね。つまり、
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建物はできる、設備が入ってくるということに関連して研究者とどういうふうなコミュニケーション

をしているかということに関しては余りよくなかったんですけれども、施設整備に一応限定した話だ

とすれば、私もＡで問題ないと思います。 

 それから、シーサイドファカルティ宿舎に関連しては、やはり事務局の方で規程を更に整備するこ

とをコメントしておいた方がいいんじゃないでしょうか。つまり、今は移行期間だから、１年を超え

てそこにいても構わないようなことを前もってつくっておかないと。ビレッジゾーンが整備されて、

そちらへ移ることができるまでの過渡的な措置としては年限によらないというような１項目を付け

加えたらどうかということですね。 

 それから、８ページです。まず、組織体制の整備や完備といったような項目がないんです。それは

自明のことであって、でき上がっている組織の効率的な運用がされているかどうかというのが評価項

目として並んでいるんです。 

 ところが、ＯＩＳＴの場合は組織体制自身がまだちゃんとは整備されていないという状況なんです。

それで、それをどこで読み込んで評価をするかということになるかと思います。これは、総合評価の

ところでは②のところに読み込むような形で、「管理運営業務の効率化」でしょうか。①は職員の能

力開発の話ですから、ここには入れることはできないですね。 

 それで、まず能力開発の部分については皆さんＡで、私もＡとしておいたので、これは問題ないで

すね。だから、②、③のところが現在の組織体制の整備の様子といったようなことに関係した部分だ

と読むとすれば、その評点をどうするかということでいいですね。 

 少し言い直しますと、８ページの下３分の２くらいのところですね。これを必ずしも単なる効率化

だけではなく、その前提まで含めて考えるとすれば、これは私はＢだと思いますけれども。 

○遠藤分科会長代理 私もＢです。 

○伊集院委員 Ｂです。 

○長岡委員 私はＡにしてしまったんですけれども、組織体制などを含めて考えるのであればやはり

Ｂかなと思います。 

○平澤分科会長 では、コメントについては書き足した方がいいかもしれないので、それは後でまた

議論させていただきたいと思います。 

 では、この８ページの下３分の２のところ、②、③に関係した部分というのはＢとします。 

 次に９ページです。これは競争入札等の話です。ここで「未」と書いてあるのは、まだ判断してい

ない方がいらっしゃるんでしょうか。 

○遠藤分科会長代理 私は出しませんでした。これについてはわからないんです。 

○平澤分科会長 私もこれは随分細かく見たんですが、ほかの省のケースなどを見て、やはり研究機

関の場合、通常どんなに頑張っても６割くらいが１社応札なんです。要するに、特定のものになっち

ゃうんです。それで、ここの場合も大体そのくらいのオーダーになってきているんじゃないかと思い

ます。だから、これはＡでいいのではないかと思いますが。 

○遠藤分科会長代理 私が「未」と言ったのは、購買のところを聞いてみると、結局今までどこにど

ういうものを発注したか等の内容の詳細な記録などが余りないんです。購買部門そのものが持ってい
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ないわけです。それで、結局研究室が大体決めてしまうんです。そういうものが多いから今、先生が

おっしゃったような形だと思うんですけれども、でも中にはやはり共通的にあるものも結構あるんじ

ゃないか。 

 そこの管理のやり方ですね。だから、全部そちらの方なんです。やっていることそのものよりも、

管理のやり方のところがどうもその場、その場の場当たり的な内容になっているので、本当に管理さ

れている状態にない。 

 例えば、研究とは直接関係ないんですが、使われていたパソコンを見ると、いろいろなメーカーの

ものがばらばらに入っているんです。聞くと、購入した設備にそのままくっ付いてきたパソコンもあ

る。それから、自分たち研究室が選んだパソコンもあるということなんです。では、自分たちの選ん

だパソコンは全部同じようなものか、何か理由があって決まっているのかというと、そんなことはな

くて、研究室からこういうものを買ってくれと言われたらそれを買っているという状況です。 

 では、どこから買うのかと言ったら、我々だったら決まっているんです。どうやって安く買うか、

こういう業務だったらこのレベルのＣＰＵでこのくらいのハードディスクでメモリーはこのくらい、

ディスプレイはこのくらいと決まっているんですが、何も決まっていないんです。 

 だから、随意や一般などより、購買そのものがよくわかっていないということで、是非一度見にき

てくださいということで、９月に見にきていただくことになっています。少しお教えしないといけな

いんじゃないか。それで、私は「未」なんです。 

 だけど、これは出さなきゃいけないんですよね。 

○平澤分科会長 そうですね。今の調達の適切さみたいなことに関係するのはどこかにありますか。

ないですね。 

○清水局長 前回のときに組織の問題として調達と発注の関係についてのご指摘がありましたけれ

ども、調達と名の付いているところは全体としての予算管理的な観点から見ているところで、確かに

どういうスペックをやるかなど、いろいろ問題点や御指摘の点はあるのかもしれませんが、随契率や

一者応札率についてはそれなりに我々機構から受けた説明では、研究機材であることによる専門性で

すとか、あるいは電気の契約などのカウントの仕方など、幾つかの観点があると聞いております。 

 もしよければ説明を補足してください。 

○田中専門官 この項目では、年度計画でも随意契約見直し計画に基づきまして競争入札の比率を高

めていくというようなことがございます。これは、政府全体の独法に対する要請といいますか、計画

といたしまして整理合理化計画で統一的に言われておることでございます。 

 それで、随契率の割合などは機構においても競争入札の割合を高める努力をしておるところではあ

りますけれども、今、遠藤先生が御指摘の調達の在り方の全体のような話につきましては、評価の仕

方といたしましては評価基準において項目別評価表は年度計画などに書かれている事項について、評

価を行うことになっています。その他に、総合評価表というものがございます。総合評価をどういう

ふうに行うかということは基準がございまして、これは参考１という紙で付けておるものでございま

す。お手元にお配りしておりますが、その２ページ目、総合評価というのは３つ目のポツですけれど

も、自主改善努力等中期計画及び年度計画に掲げられていない事項も含めた評価を行う。また、必要
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に応じ、業務運営の改善その他、勧告すべき内容を記述するというようなことがございますので、項

目別評価表にそのまま当てはまらないような話については総合評価表に記述を盛り込んでいくとい

うのが評価の仕方として決まっております。 

○平澤分科会長 今、遠藤先生がおっしゃったような問題は、８ページの②の「管理運営業務の効率

化」、それから③の「財務管理の仕組みの構築や各種規則の整備」に含めてもいいですね。先ほどＢ

にしたところです。 

○遠藤分科会長代理 私は、切り離せない内容だと思うんです。例えば、ある機器をそこしかつくっ

ていなくてどうしても研究所に必要だというような場合のものと、そうじゃないものとがまず切り分

けられなければいけないんです。それでもって初めて随意契約にすべきなのか、競争入札にすべきも

のなのかとなるじゃないですか。 

 そういうことは、財務管理上の話の部分と、それから契約の９ページの部分のところと両側に引っ

掛かっちゃっているように思うんです。 

○平澤分科会長 今の随意契約なのかどうかということに関連しては、もう少し詳しい説明資料が多

分あったように思うんです。 

 ですから、そういう問題は、例えばある装置を購入するとそれのメンテナンスはその装置の人じゃ

ないといけないということになるので、今年度発生するメンテナンス業務というのはほとんど限られ

てしまうわけですね。そういうことが具体的に書いてあったと思うんです。それで、それは今の９ペ

ージの方で議論する。 

 それに対してもっと一般的な、どのメーカーのものを買ってもそんなに問題ないといったようなも

のを、より安く購入するような話というのは、先ほどの②の方に関係したような話ではないかと思い

ます。 

 それで、それはそちらで評価したということにして、コメントをこちらに移すといいましょうか、

そういうことでいいのではないかと思います。 

○遠藤分科会長代理 そういう意味で私が思うのは、どこのパソコンでもどこのプリンターでもいい

ようなものを、研究者が言ったものをそのまま買っているというのは、それをＡ社に頼むか、Ｂ社に

頼むかという入札はしているかもしれないけれども、もともとどのパソコンだっていいんだというと

ころがどこかに消えちゃっているわけです。 

○平澤分科会長 だから、それが管理運営業務の効率化にもとるという点じゃないかと私は思ったん

です。 

○遠藤分科会長代理 要するに、発注品目を決めるときの話ですから、そこでもう決まっちゃうわけ

です。デルと決めたらデルになっちゃうわけです。ですから、どこの業者から買うかではなくて、ど

このメーカーを買うかということも含めて、本当は随意と一般競争の入札の話が実はあるんです。Ｈ

Ｐと言われたら、Ａ社から買ってもＢ社から買ってもＣ社から買ってもＨＰなんです。だけど、ＨＰ

じゃなくてもデルだってレノボだってＮＥＣだって富士通だっていいじゃないか。一番いいものを買

えばいいんでしょうと、こういうふうになっていないんです。 

 それで、その辺が簡単に分解できないので私は「未」なんです。Ａかなとも思うんですけれども、
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そういうやり方のままでいいということではありません。 

○平澤分科会長 ここに今おっしゃったような趣旨のコメントをもし書いていなければ入れるとい

うことで、Ａでよろしいでしょうか。 

○遠藤分科会長代理 なぜそれにこだわるかというと、今の状態で開学に向けてそこをしっかりやっ

ておかないと、開学後は購入金額としてそういうものが増えるわけです。そういう研究用の設備だけ

ではなくて、購入金額がすごく増えますから、そのこともしっかりやられるようにした方がいいんじ

ゃないですか。 

 ただし、気付いて今、改善をしようとしているので、今のレベルではＡと言ってもいいかなとは思

いますけれども、来年はそうはいきません。 

○平澤分科会長 それでは、Ａということにいたします。 

 では、次の項目、９ページの下の部分ですが、これも「未」となっています。シーサイドハウスの

話ですね。 

○遠藤分科会長代理 これも私です。 

○平澤分科会長 これは、先ほど追加説明を、まずは保育所として使うとか、それがビレッジゾーン

に移った後はどうかというふうなことをおっしゃっておられたんだけれども。 

○遠藤分科会長代理 大きく２つ、デイケアセンターとコンピテーションの話でしたね。 

○平澤分科会長 これは、今の段階ではＡということでよろしいですね。 

○遠藤分科会長代理 いいんじゃないですか。今のお話だと、ほぼ使っていますから。 

○平澤分科会長 それから、10 ページの 24 に相当するところで、外部からの研究開発資金のところ

です。これは私は本来バックマン理事に質問すべきだったのですが、これは今年度の話ではないけれ

ども、21 年度以降に目標額というものを定めているわけですね。それで、この額はものすごく低いで

すね。 

 一般の大学から考えたら、これは非常に少ないですよね。１つの研究科にもならないくらいですね。

今は億単位のものが幾らもあるわけですし、2,000 万から 5,000 万でしょう。１つだけで十分取れち

ゃいます。だから、科研費の小さい枠のものを幾つか取ろうというくらいの話ですね。 

○遠藤分科会長代理 それからもう一つ、先程お話に出た、日立との共同研究の電子顕微鏡は絶対に

億ですね。そういう大きいものがありながら、実際は小さいですね。 

○平澤分科会長 この目標をつくったというのは、今回の評価の話に入るんですか。 

○田中専門官 年度計画では、申請件数とその成果についての目標を策定するというふうに、20 年度

ですけれども、言っておりまして、それを評価するための視点といたしまして申請件数、その成果に

ついての目標が策定され、その内容が適切であったかどうかという観点から、今回評価を行っていた

だくことになっております。 

○平澤分科会長 ２つの側面があって、研究者自身が外のファンドに頼らないで今のところ潤沢にあ

るから、余り外部に申請しなくてもいいという状況を反映しているんだとすれば、それはそれでもい

いのかなという気はするんだけれども、もっとアグレッシブにやってくださいという意味から言うな

らば、これだと明らかにＢですね。 
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 これも「未」の人がいるんですね。 

○遠藤分科会長代理 私が「未」です。金額がわからないということと、それから一生懸命活動して

いるんだったら平成 21 年度はこのくらい取れそうだとか、獲得できそうだという話がちょっとあっ

てもよさそうだと思ったのに、そういう話は余りというか、全然出なかったので、この金額さえも相

当難しいのかなと。 

○平澤分科会長 これは、19 年度は実績はどうでしたか。 

○田中専門官 19 年度の実績につきましては、獲得件数７件です。 

 21 年度につきましても今回新たに記述を追加させていただきまして、７月末までに 34 件の申請を

いたしまして獲得が９件というふうに聞いております。 

○遠藤分科会長代理 これは、獲得したんですね。実績と。そうすると、上に書いてある 2,600 万は

どういう関係になるんですか。多ければ多いで文句を言うのかという言われ方をされそうですが。 

 ここは、前の資料から比べるときちんと補足がされたところですね。前回は書いていなかったです

が、今回は書いてあります。 

 そうすると、とりあえずＡにしますか。「未」は、私は取り下げます。少なくとも 21 年の状況は大

分好転しているので。 

 ただ、先生がおっしゃるように、この額は小さ過ぎるんじゃないかという話からすると何とも言え

ませんけれども。 

○平澤分科会長 そうしたら、Ａにしまして、それで、現在の実績をはるかに超えているわけで、目

標額は見直すべしというコメントを入れることにしましょう。こんな目標額では話にならない。 

 さて、それから 10 ページの下で給与水準の話です。これがまたややこしい話を含んでいるわけで

すけれども、「未」というのは遠藤先生ですね。ここの項目に関連して、あるいは直されているのか

もしれないですが、総合評価のところの文言が少し気になっていたんです。 

 資料４の３ページの上の段です。「管理職員の給与水準を見直すなど、給与水準の低下に努める必

要がある」。これは、管理職員と言うと理事長まで入るんですか。管理職員と言うときには課長など、

そういうことですか。 

○渡辺専門官 一般に、事務局長以下の職員ということです。 

○平澤分科会長 そうですか。要するに国際水準の話と少し表現ぶりでコンフリクトがあるといけな

いなと思ったんです。一方でラスパイレスが高いのはあるいは海外の水準に合わせるからだというこ

とがあって、もう一方で日本の水準に比べて高いのを低くしようといったような、少し矛盾するんじ

ゃないかと思ったんです。これは、内部の職員は給与としては国際級じゃなくてもいいということな

んですか。 

○清水局長 これは機構が説明すべきところですけれども、お配りしてある 10 ページのラスパイレ

ス指数の比較についてホームページ等で御説明しているところがまさに御懸念のとおり、一方で大学

院大学ということで優秀な職員が必要であるということで、英語の能力や国際的ないろいろな企画力

など、そういったものですね。 

 しかも、御案内のようにラスパイレス指数を国家公務員と比較するときは定年制職員ですね。任期
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付きの職員で、研究者は原則として任期付きでやっているので、このラスパイレスの比較には入って

いないので基本的には事務局です。事務局ももともと暫定的な準備法人的な性格の独立行政法人なの

で、雇用計画で定年制職員はなるべく抑制するという要請があるものですから、部長や課長などの枠

を使って、それ以外の方は任期付きで事務に入っていただいたり、あるいは派遣の方を使ったりして

います。少しずつ機構事務局定年制の職員の枠も増えている中で、能力の高い方は必要ですけれども、

なるべく公務員との整合性をとろうと努力はしている。 

 そうは言っても、やはり国家公務員と同じように平均値は年齢別に出して比較してしまうものです

から、どうしても国家公務員より高くなるという理由をここで御説明をしているところでございます。

取組はされていますけれども、母集団が小さいので非常に努力過程であるという状況はあると思いま

す。 

○平澤分科会長 この項目自体としては、Ａでよろしいんじゃないでしょうか。 

 それから、11 ページの研究員の評価の話ですね。これも「未」となっていますが、遠藤先生ですね。 

○遠藤分科会長代理 私です。「活動評価」というのは研究の成果ということですね。これは、外部

の先生が入った形で評価されているからいいとは言うものの、評価というのは１つはやってきたこと

がどうだったかということに対する評価と、そういうテーマを選んでそういう人にやらせたというこ

との評価もあると思うんです。そちら側の方は何も魂がないんです。だから、企業ではそういうこと

はあり得ないんです。我々はテーマのテーマ性とよく言うんですけれども、その辺がないので、そこ

はどうされているのかなと。 

○平澤分科会長 もう少し研究者に発想がゆだねられている組織なんです。 

 ただし、そういう発想なり構想を持っている人を採用したというのは、機構全体の運営委員会、つ

まりカウンシルに相当するところの責任ということに多分なるだろうと思うんです。大学の場合には

ですね。 

 それで非常に危惧していたのは、カウンシルである運営委員会がきちんと開かれないような状況が

あったり、きちんとした議論がどうもなされていないような状況があった。たしか２年くらい前です

ね。そのときには、それを補足するような委員会を新たにつくってサポートするということになり、

これが現在のアドバイザリーグループになっているわけです。 

 それで、アドバイザリーグループはそれなりに環境分野はどういうふうな人を集めたらいいかとい

ったようなことのアドバイスをされたとなっています。だから、人を集める、あるいは広い意味での

テーマ設定をするというのはその上の方で、設定された中でどれだけ頑張っているかというのが、今

この評価の話なんです。 

○遠藤分科会長代理 遠藤昌吾博士の分は、本研究ユニットは継続しないこととしたんですよね。だ

けど、遠藤昌吾博士は先ほどの話によるとＰＩとしてまた残られるんですよね。 

○清水局長 任期が過ぎたということで、更新をされないということです。 

○平澤分科会長 交代するんです。 

○遠藤分科会長代理 これは 20 年度の実績だからここにも書いてあるわけですね。 

○平澤分科会長 そうです。それで、いつそれを公表するかというのは、行き先が決まった段階で公



 30

表するということになっていると。 

○遠藤分科会長代理 そうすると、ＰＩの方の評価はそれで決定はしたけれども、そういうテーマを

やらせようとした人たちの責任評価というのはどこにいっちゃうんですか。 

○平澤分科会長 それが、今度はもっと外の話になるわけです。だから、運営委員会それ自身の責任

というのはどこが取るかというと、運営委員会を認めている、これは大臣の任命なんですか。つまり、

その実績がどうかということがつまびらかになるように、世間にこういう形で情報を提供しましょう

というのが我々の役割なんです。 

 だから、全体としては最終的には世間が判断するということになっていくと思うんです。それはマ

スメディアなど、そういうオープンな場を通して議論がされていくということです。そういう形でな

いと、どこかで「神」か何かがいないといけないことになっちゃうんです。 

○遠藤分科会長代理 それで、ここに「評価の結果、本研究ユニットは継続しないこととした」と書

いてあるだけなんです。だけど、それは今となればテーマが余りいいテーマじゃなかったという意味

なのか。それとも、テーマは相変わらずいいんだけれども、研究そのものが十分な成果をもたらす研

究がされなかったのかによって随分違いますよね。 

○平澤分科会長 それは、後者です。私が聞いているところでは、このテーマは要するに非常に難し

く、それから激戦区なんです。研究者はしのぎを削っているところなんだけれども、飛び抜けるほど

の実績は上がっていないと聞いています。だから、これは少なくとも外形的には一応やっておられる

のでＡということでいいんじゃないんですか。 

○遠藤分科会長代理 私はわからないので「未」としただけなので。 

○平澤分科会長 そうすると。コメントの一番上の部分というのはそういう意味だったんですね。 

○遠藤分科会長代理 そうです。中身はよかったけれども、テーマが陳腐化しちゃったのか。テーマ

は相変わらずなんだけれども、中身がよくなかったのかという意味なんです。ちょっと書き方がおか

しいなと自分でも思っています。 

○平澤分科会長 そこは、後で修正させていただくかもしれません。 

 次は 11 ページの下、「運営委員会関係」です。最近の運営委員会はよくやっておられるんじゃない

かというふうに私は思いますけれども。 

○遠藤分科会長代理 運営委員会というのは実際にどういうことをやったのか、ほとんど聞いていな

いですから。やったという話を聞いているだけで。 

○清水局長 20年度の運営委員会のことを申し上げますと、11ページの下の方にございますように、

Ｇ８のサテライトイベントをやったということもありますけれども、基本的には昨年の段階で言うと

大学院大学の制度設計ですね。それが今回の学園法に結び付いてくるわけで、その前提としてこれま

での議論を更に集積して青写真というものを取りまとめて、夏の運営委員会のときに最終的に当時の

岸田担当大臣に提出していますが、これを踏まえて各省調整をして、今年度法案を出させていただい

たわけです。 

 それを取りまとめて、その前の段階で昨年の１月の運営委員会あるいは５月に運営委員会の作業部

会、ワーキンググループをやって、いわば制度設計に向けた議論を重ねた。これは、例えば内閣府の
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方からは日本のいろいろな大学に対する制度設計、特に国立大学と学校法人、いわゆる私立大学の仕

組みはどう違って、それぞれその中でのガバナンスがどうなっているかという比較など議論をされた。 

 あとは、通常予算の決定状況や要求状況、また施設整備の状況などについては定期的に議論し、あ

るいはＰＩの採用の問題などはその間の業務の進捗状況ということで議論をしていただいています

けれども、昨年、大学院の開学に向けた動きとしてはやはり青写真に基づいた議論をされたというこ

とがキーではないかと理解しております。 

○平澤分科会長 今年の２月に東京で開いたものは、準備の作業部会を含めて開いたということなん

でしょうか。２月はどういう議論をされたんですか。 

○清水局長 今年の２月は、昨年の 10 月にもやっていますけれども、青写真を踏まえてですが、そ

れが関係各省の昨年の12月に閣僚合意というものをして法案の骨格のようなことを決めていまして、

それで今ちょうど法案を提出する直前でございましたので、そういう状況等を紹介し、またコメント

いただくというようなことが、制度設計面ではこの２月の状況です。 

 それから、学長の人選に当たってもいろいろな先生方の個別の情報プラスやはり国際的な公募をし

たり、そういったことの全体をやる人材のコンサルト会社ですね。エゴンゼンダーが最終的に入札に

よって選定されましたが、そういった手続きを進めていく必要があるなどの御議論があったかと思い

ます。 

 あとは、もっと重要なものは中期目標や中期計画です。中期目標について御説明をし、大学の開学

準備がこの法人の業務ですから、青写真や、開学時の姿など、いろいろな文章がそれぞれ相互に関連

をしていますけれども、青写真を踏まえた法案の準備状況をにらみながら中期目標をつくり、中期目

標には開学するときにどんな姿が必要かというような開学時の姿が附属文書で添附されていますけ

れども、いわば開学に向けたいろいろな制度なり、議論をしていただいたということです。 

○平澤分科会長 ありがとうございました。 

 そういうわけで、12 ページに移ります。12 ページの「３．予算、収支計画及び資金計画」、これは

ＡとＢに分かれていますが、Ｂの先生はどなたですか。 

○遠藤分科会長代理 私です。 

○平澤分科会長 ほかにはいらっしゃいますか。私はＡかなと思ったんですが、Ｂですか。 

○伊集院委員 私はＡです。 

○長岡委員 Ａです。 

○平澤分科会長 私もＡかなとは思ったんですが、特に引っかかるところというのは……。 

○遠藤分科会長代理 私はそこにコメントを書いたんですけれども、それぞれのテーマの進捗状況や

業務の到達目標との関係が金額とつながっていないんです。それで、こういうテーマで幾らかかった、

こういうテーマで幾らかかったと書いてあるだけなんです。あるいは、予算もそうやって書いてある

んだけれども、こういうのを我々はどんぶりと呼んで忌み嫌うところなんです。そういうことでいい

のかと。 

○平澤分科会長 これは、繰り返しセグメント情報をもうちょっと詳細にしてくださいということな

んだけれども。 
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○遠藤分科会長代理 テーマごとにやらないと。 

○平澤分科会長 一番の単位になるのはテーマなんですね。それで、本来そうならないといけないん

だけれども、今の状況の中でどこまで、要するに管理会計としてどこまで把握することをお願いする

かということに関係するんじゃないでしょうか。 

○遠藤分科会長代理 現在、全世界の企業がひいひい言いながらいろいろやっているのと比べると、

実に優雅な税金を使ってやっているからとしか考えられないようなやり方ですよ。 

○平澤分科会長 私は、それはよくわかります。だからこそ、管理会計手法を導入しろとか、セグメ

ント情報をもっと詳細にしろということを言ってきたわけなんだけれども、ここから先は公開するか

どうかという問題があるんです。 

 それで、多分バックマン理事は非常に悩んでおられるんじゃないかと思うけれども、少なくともテ

ーマまで下りないで研究室のテーマを研究室ごとに束ねた情報ですら研究者間に流布するというの

は、やはり非常に問題になるんです。 

 それで、１つはお金のかかる研究とそうでないところがあって、それはよしとするならばそれで済

むんだけれども、研究者の側から見ると、おれのところはこんなに我慢してやっているのにおまえの

ところはたくさん伝票を回してといったような感じになってしまうでしょう。だから、この辺が難し

いんです。ちゃんと管理できていればいいんだけれども。 

○遠藤分科会長代理 普通の会社でも同じですよ。お金を使うテーマと、余り使わないで済むテーマ

といろいろありますから。 

○平澤分科会長 それはよくわかった上で言っているんだけれども、それで今回はどこまでいったか

というと、分野ごとのセグメント情報まではいったんです。それで、これは昨年の沖縄で議論をした

ときに、本来だったら研究室ごとに少なくともバックマン理事は把握してください。それを資料の中

に載せるか、載せないかという話だったら載せなくてもいいですと。 

○遠藤分科会長代理 私は何しろ公表をしろと言っているわけではないんです。自分たちで使ってい

る金が何に使われているのか、わかっていないんです。 

○平澤分科会長 これは、むしろやはり予算管理なんですね。 

○遠藤分科会長代理 予算というのは、お金だけではなくて中身なんです。何をやるために使うのか。

この予算の中で金額の予実績だけを見ているようなことを言っているんだったら、本当にナンセンス

なんです。 

 だから、それはどこに持っていくか、どこに書くかは別として、やはり理事長とバックマン理事の

ところではそれぞれのテーマにどういうお金の使い方をするんだということをきちんと見てもらっ

て、それでこれならばよしというふうにして計画が承認され、実際にその進捗が管理されていく。こ

ういうふうになっていないと、私は本当に税金を何のために使っているのかという話になっちゃうん

じゃないかと思います。 

○平澤分科会長 ＰＩ会議というものがあるんです。これが教授会に近いようなもので、多分そこで

はかなりシビアな議論がされているとは思います。通常の大学の場合だと、学科の中で学科単位で予

算管理をしますね。学科の中で研究室にどういうふうに資金配分するかというのは、これはまさに分
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野によっていろいろな方式をとっていますけれども、プールしておく部分をつくっておいて、残りの

部分を一律に配るというのは多分よくあるケースですね。それで、プールした部分をどこが使うかと

いうのを順番に回していくといったような話なんです。 

 これは余り戦略的ではないんだけれども、それをもう少し効率的に使おうというときに、いわゆる

トップダウン型のマネジメントを導入してやったらどうだという話か一時あったんですが、そういう

ことを少なくとも法人化された第１期でやった大学というのは大体学長が再任されなかった。だから、

余りそういう方針というのはなじんでいないというか。 

○遠藤分科会長代理 私は、別にそういうことを言っているわけではないんです。それぞれ研究室が、

要するにこういうテーマもやりたいと言い、申請をしているわけですね。申請をしなければ合計は出

てこないんですから。その申請の中身と実績がどうだったのかということをちゃんと管理していれば

いいんです。そうなっているのかというと、何かむにゅむにゅとなっちゃうから、おかしいじゃない

かと言っているだけなんです。 

○平澤分科会長 今の問題は、総合評価のところに書きませんか。 

○遠藤分科会長代理 どこに書かれても、そこができないとまずいんじゃないかということを私は言

っているだけです。ですから、ここをＡにするのは反対です。 

○平澤分科会長 だから、総合評価のところに今の話をコメントとして書く。これは非常に大きなメ

ッセージになるんですね。それで、ここは主に何を評価しているかというと、財務諸表の中身に相当

するような話ですね。 

○遠藤分科会長代理 ですから、財務諸表というのは数字の中身の縦横算が合っていればいいという

ものではないんです。その組織体の目的に合わせて正しい使われ方をしたか。それから、前と比べて

より効率的になったかということを評価するために財務諸表というのはあるわけです。ですから、中

身がわからないで数字の実績だけつじつまが合っていますというのは、私はよろしくないのではない

かと。 

○平澤分科会長 それはまさにそうなんですが、この辺りは長岡委員はどうお考えですか。 

○長岡委員 私はＡにしたんですけれども。 

○遠藤分科会長代理 私は意見を言いましたから、あとは多数決でＡかＢか決めてください。皆さん、

Ａなんですか。 

○伊集院委員 私はＡにいたしました。 

○遠藤分科会長代理 では、４人のうちの３人がＯＫならばいいんじゃないですか。 

○平澤分科会長 ここの項目としては、私はＡでいいかと思いますけれども、御指摘の中身はかねて

からずっと言ってきていることで、これは独立行政法人全体に関しての話でもあるんですが、それは

総合評価の方にコメントとして入れるということにしたいと思います。 

 それから、次が 12 ページの下で「人事に関する計画」です。この「未」というのは、やはり遠藤

先生ですね。これは、私は難しいなと。21 年度、今年度にもまだ引きずられている欠陥ですね。それ

で、前半で議論したように人事課長をめぐっての話があって、それが５月から辞めるまでというのは

今年の２月でしたか。その間、ずっと働いていないという状況ですね。 
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 それから、そのほかにも機構を訪問したときにいただいた組織図でどのように充足しているかとい

うことを確認してみても、人事課、総務課、コミュニケーションワークショップ課、それから企画グ

ループ、これは新しくできてきたからかもしれませんけれども、何名もの課長が空席のままの組織に

なっているんです。 

 それから、前の段階で言うと経理課ですか。そういう事務責任者を埋めていないまま放置されてい

るというのは、結局は組織運営がうまくできなかったということの原因をつくっているんだろうと思

うんです。それで、私はこれはＢかと思っていたんです。 

○遠藤分科会長代理 これは、前の資料と比べると随分文章が書き足されていますよね。前の文章は

５行しかないんです。これは倍以上になっていますから、まだよく読まないと何とも言えませんが。 

○平澤分科会長 私は、この詳しく書いてある方を読んだんです。処遇との関係で採用できなかった

というふうに、人事課長の場合は書いてあるんだけれども、人事課長だけの話ではないし、経理課長

だってそうだし、先ほど遠藤委員がおっしゃったようなことは経理課長がきちんとしていればもう少

しきちんとした話になり得るんですね。 

○遠藤分科会長代理 採用されている人も、普通のしっかりした企業だったら当然やらなければいけ

ないようなプロフェッショナリティが足らないですよね。そういう意味で言うと、確かにお気の毒で

はあるんです。 

 だからと言って、お気の毒なレベルとしてそれなりにやっているからＡというのはないと思うんで

す。 

○田中専門官 少し申し上げますと、添付資料の束の中の 54 ページ以降に先般御指示のありました

課長級以上を入れ込みました組織図、20 年４月と 21 年４月、それから現時点ということで 21 年８月

現在のものをお配りしております。 

 その意味では、経理課長というお話がございましたけれども、経理課長は 21 年４月現在ではござ

いまして、本日も出席をさせていただきました。 

○平澤分科会長 これは、20 年度の話だから。 

○田中専門官 20 年の４月には空席でございました。 

○平澤分科会長 そういうことです。 

 それから、併任が多い。併任で務まっていればいいんだけれども、それが多くて結局問題になった

とも思われますね。だから、組織の方のつくり方の問題と、それは先ほど一応考えたとして、今度は

その組織をどのように運営するかという人事、人の面がやはりうまくできていない。これは、かなり

大きな欠陥だろうと私は思います。 

 それで 20 年度、この評価対象年度は今のようなことなんだけれども、それが 21 年度、今年に引き

継がれていて、８月１日にどれぐらい埋まっているかという話を見ても、総務グループ、総務課長、

総務グループの統括、それから人事課長、コミュニケーションワークショップ課の課長などが軒並み

まだ埋まっていないんです。 

○清水局長 人事課長は９月着任です。 

○平澤分科会長 だから、８月のところでですね。そこまで、結局ずっと延びてしまったということ
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だと思うんです。それで、総務課や人事課、経理課など、こういうところはマネジメントにおいて非

常に重要なポジションですから、穴が空いている期間が長いというのはやはり問題でしょう。 

 お２人はＡということですが、Ｂではまずいですか。 

○伊集院委員 これは、８ページの後半のＢの部分にもつながることでして、今回視察の折にこの組

織図云々のことは随分質問をし、そして大切な業務についてだれが責任を持ってやっていくのかとい

う名前もないし、空白もあるしというようなことで、きっちりとした組織図をつくっていただきたい

ということでありましたね。 

 それに対して今回これを見て、なるほどというふうに思った結果としまして、やはりいろいろ問題

があったなと思います。ですから、ちょっとＡでは甘いかなという感じが私はしております。 

○遠藤分科会長代理 20 年度としてはですね。 

○伊集院委員 そうですね。 

○平澤分科会長 長岡委員、いかがですか。 

○長岡委員 前向きにやられているということで結果としてＡにしたんですけれども、確かに 20 年

度だけを見ればＢでいいのかもしれないです。 

○遠藤分科会長代理 私は「未」だったんですけれども、限りなくＢです。 

○平澤分科会長 では、Ｂでいいですね。 

 それだけですね。一応これは終わりました。 

○田中専門官 この評価の中で６ページの「大学院大学設置準備活動」の部分ですけれども、これは

制度上、文部科学省と内閣府との共管ということになっておりまして、文部科学省の評価委員会の意

見を聴いて評価を行うということになっております。 

 今回、前回の分科会で御説明いたしましたように、文部科学省の評価委員会で評価がまさに今、行

われておりまして、日程的に重なってしまいました関係上、後刻、評価結果を分科会長に御報告をし

たいと思います。 

 したがいまして、最終的な確定というのはそれをもって御判断いただくということになろうかと思

います。以上でございます。 

○平澤分科会長 ありがとうございます。それでは、ここでの議論を中心にしながら、文科省の御意

見も伺って判断したいと思います。 

 それからまた、コメントの文言については、今アディショナルにやった議論を踏まえて、多少修正

加筆をするということを御了承いただければと思いますが、よろしいでしょうか。 

（委員 異議なし） 

○平澤分科会長 ありがとうございました。 

 さて、そうすると今度は資料４でしょうか。先ほども少し議論いたしましたけれども、総合評価に

関連して、これは小桐間企画官ですか。お願いします。 

○小桐間企画官 それでは、資料の４、総合評価表でございますが、前回での分科会の御審議や項目

別評価表の備考欄に記入いただいた御意見等を踏まえまして、事務局で取りまとめをさせていただき

ました。 
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 委員の皆様にお配りした資料では黄色いマーカーが入っているかと思いますが、特に指摘あるいは

改善意見に係る部分を黄色で塗っております。その他の部分につきましては、おおむね順調に実施さ

れているということで評価できる部分でございます。 

 時間の関係上、読み上げ等は省略させていただきたいと思います。 

 また、先ほどの項目別評価での御意見を踏まえて加筆修正が必要かと考えております。 

 簡単ですが、以上でございます。 

○平澤分科会長 ありがとうございます。私も一通り前もって読ませていただきましたが、先ほど少

し議論したところ以外は引っ掛かるところはないように思います。今、小桐間企画官がおっしゃった

ように更に修文、加筆が必要なところはあるかもしれませんが、それもお任せいただけますでしょう

か。 

（委員 異議なし） 

○平澤分科会長 ありがとうございました。親委員会には、これを報告することになるわけですね。

これは 26 日でしたか。それまでの間に修文したものをまたお配りいたしますので、更にコメントが

あればお願いいたします。 

 それから、次が資料５、中期目標の実績、第１期に関しての全体の評価表案です。今まで議論した

ものが第１期の最後の年度だったわけで、内容的にはかなり重なる部分があるかと思いますが、１期

全体を通しての評価というものがこの資料５です。これも、小桐間企画官からでしょうか。 

○小桐間企画官 資料５でございます。ここまでは平成 20 年度の業務の実績に関する評価というこ

とで、通則法の第 32 条というものに基づく評価でございますが、20 年度末をもちまして第１期の中

期目標期間が終了いたしましたので、今回合わせて中期目標期間における業務の実績について評価を

いただくということになっております。これは、通則法の第 35 条というまた別の根拠がございます。 

 内容的には今、平澤先生がおっしゃいましたように、先ほどごらんいただきました 20 年度の総合

評価表とかなり重複をしております。それで、若干 19 年度以前の期間に係る事項というものを追加

しております。 

 例えば、１ページ目をご覧いただきますと、一番下のポツの部分ですけれども、平成 19 年度に企

画部や設立準備グループが設置されたという話。 

 それから、その同じポツの中ですけれども、下から２行目で「なお」というところで、中期計画に

おいて期間前半に一定の方向性を出すということに比べて、実際の進捗に遅れが見られる。ただし、

期間全体を見ると 19 年度、20 年度で当初予定されていた成果を上げることができたといった形で、

中期目標期間全体を踏まえたような記述にしている箇所があと２か所程度ございますが、これも時間

の関係上、詳しい御説明は省略させていただきたいと思います。 

○平澤分科会長 ありがとうございました。これについても私は前もって読ませていただきまして、

特に問題があるとは思いませんが、なお今の 20 年度の評価を反映させて多少の修正ということがあ

り得るかもしれません。それは、また御一任いただけますでしょうか。 

○遠藤分科会長代理 基本的には、やはり上がってきていると思うんです。そこは間違いないところ

だと思いますので、そこはきちんと評価して、ただし、まだ幾つか残っているところがありますよと
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いう感じです。 

○平澤分科会長 では、これも 26 日に親委員会の方に報告させていただくということになりますの

で、よろしくお願いします。 

 一応、意見交換すべきことはこれで終わったかと思いますけれども、何かほかに事務局で御用意さ

れていることはありますでしょうか。 

○田中専門官 事務局の方では、特にございません。 

○平澤分科会長 ありがとうございます。 

 委員の間で、更に意見交換すべき問題がもしあれば、どうぞ。 

○遠藤分科会長代理 意見というか、私はずっと一生懸命読んできて、それからこの間お邪魔して思

ったのは、あそこは我々の自分の例を頭に置いても人材が足らないですね。多分ＰＩとか、あるいは

評価をやっておられる先生方は立派な方が多いと思うんですが、その方々の立派な活動を支えるため

のバックオフィスや、インフラのところの人が、さっきも指摘があったように数が足らない、質が足

らないということです。それで、多分ある程度質の高い人を入れたとしても、すごく少ない人数でや

らなければいけないので、ＩＴのシステム導入等というのは非常に難しくなると思います。 

 ただ、開学して学生の獲得さえうまくいってくれれば、あっと言う間にすごい人数になるわけです

ね。そのときの経費予実績の管理とか、そういうところが非常に危ういのではないか。こうきたんで

すけれども、またそこで停滞するんじゃないかという気がしてしようがないんです。 

○平澤分科会長 そうですね。私は今年度の評価をしてみて、まさに同じ印象です。昨年は非常に希

望に満ちて、それまでに比べるとうんとリカバーしてよくなったなという感じがあったのですが、今

年はちょっと難しい問題に突き当たっている。 

 それから、バックマン理事が着任される前の理事から引きずってきた問題といいましょうか、それ

が遠因としてあるような問題というものが顕在化したといいましょうか、これをうまくヴィンセント

部長が乗り切ってくださればいいんですけれども、この辺りはまた事務局、それから沖縄にいらっし

ゃる事務局の方たちとまた一緒によく議論をしたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 最後に、私は今回の評価をやってみてやはり非常に感激したのは、これ全体のつくりがこれまた格

段によくなりましたね。 

○遠藤分科会長代理 書けることが増えたんです。 

○平澤分科会長 そういうこともあるけれども、視点や実績の内容を含めて非常によくわかるように

なってきて、この間の進歩というのはやはり大変なものだったと思いますし、これは主に内閣府事務

局の方々が頑張られたんだと思います。これは決して局長にお世辞を言っているのではなくて、本当

によくなりました。どうもありがとうございました。 

 それでは、これで本日の会を終わりたいと思います。 

 どうもありがとうございます。 

 

（注）バックマン理事及びヴィンセント部長の発言部分については、会合の場における通訳によるもの。  
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